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規 則 

 

江東区個人情報の保護に関する法律施行条例施

行規則を公布する。 

  令和５年３月８日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第３号 

   江東区個人情報の保護に関する法律施行条 

例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号。以下「法」とい

う。）、個人情報の保護に関する法律施行令（平

成１５年政令第５０７号。以下「令」という。）、

個人情報の保護に関する法律施行規則（平成２

８年個人情報保護委員会規則第３号）及び江東

区個人情報の保護に関する法律施行条例（令和

５年３月江東区条例第３号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（用語） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 課 江東区組織規則（昭和４８年５月江東

区規則第１９号）第７条に規定する課及び室、

男女共同参画推進センター、豊洲特別出張所、

江東区保健所処務規程（昭和５０年４月江東

区訓令甲第３８号）第４条に規定する保健相

談所、清掃事務所、江東区教育委員会事務局

処務規則（昭和４０年３月江東区教育委員会

規則第３号）第２条に規定する課及び室並び

に教育センター、江東図書館、深川図書館、

選挙管理委員会事務局及び監査事務局をいう。 

(2) 課長 前号に規定する課の長をいう。ただ

し、会計管理室にあっては会計管理室次長を

いう。 

(3) 保有特定個人情報 実施機関の職員が職務

上作成し、又は取得した特定個人情報であっ

て、当該実施機関の職員が組織的に利用する

ものとして、当該実施機関が保有しているも

のをいう。ただし、地方公共団体等行政文書

（法第６０条第１項に規定する地方公共団体

等行政文書をいう。以下同じ。）に記録されて

いるものに限る。 

２ 前項に定めるもののほか、この規則において

使用する用語は、法、令及び条例で使用する用

語の例による。 

（委託に係る措置） 

第３条 実施機関は、個人情報を取り扱う業務の

処理を区の機関以外のものに委託（以下「外部

委託」という。）するときは、次に掲げる事項に

ついて必要な条件を付さなければならない。 

(1) 個人情報の秘密保持に関する事項 

(2) 再委託の禁止又は制限に関する事項 

(3) 第三者への個人情報の提供の禁止に関する

事項 

(4) 当該業務以外への個人情報の使用禁止に関

する事項 

(5) 個人情報の複写及び複製の禁止に関する事

項 

(6) 個人情報の授受、保管、廃棄及び返還に関

する事項 

(7) 実施機関による立入検査及び調査に応じる

義務に関する事項 

(8) 事故発生時における報告義務及び損害賠償

に関する事項 

(9) 前各号に掲げるもののほか、個人情報の保

護に関し必要な事項 

２ 外部委託しようとする課の長は、別に定める

基準により影響度を判断し、当該影響度が高い

と認められる場合は、原則として当該外部委託

を開始する３０日前までに広報広聴課長に対し、

外部委託報告書（別記第１号様式）を提出しな

ければならない。ただし、既に外部委託報告書

を提出した外部委託と同じ内容である場合及び

実施機関の職員に係る個人情報のみを取り扱う

業務の場合は、この限りでない。 

（目的外利用の申請手続等） 

第４条 法第６９条第２項の規定により保有個人

情報の目的外利用（同条第１項の規定により法

令に基づく場合を含む。）をしようとする課の長

（次項において「利用課長」という。）は、あら

かじめ当該保有個人情報を保有する課の長（以

下この条において「保有課長」という。）に対し、

目的外利用・外部提供申請書（別記第２号様式）

により申請し、その承認を受けなければならな

い。 

２ 保有課長は、目的外利用・外部提供申請書が

提出されたときは、目的外利用の承認の可否を

決定し、目的外利用・外部提供承認通知書（別

記第３号様式）により、利用課長に通知するも

のとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、法第６９条第１

項の規定により法令に基づく目的外利用をする

場合の申請手続について、当該法令に別の定め
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があるときは、その定めるところによる。 

４ 保有課長は、第２項の承認に際し、保有個人

情報を保護するために必要な条件を付すること

ができる。 

５ 保有課長は、保有個人情報の目的外利用を承

認したときは、目的外利用・外部提供記録票（別

記第４号様式）を作成し、速やかに広報広聴課

長に届け出るものとする。 

（外部提供の申請手続等） 

第５条 法第６９条第２項の規定により保有個人

情報の外部提供（他の実施機関に保有個人情報

を提供する場合に限る。以下この条において同

じ。）（同条第１項の規定により法令に基づく場

合を含む。）を求めようとする課の長（次項にお

いて「利用課長」という。）は、あらかじめ当該

保有個人情報を保有する課の長（以下この条に

おいて「保有課長」という。）に対し、目的外利

用・外部提供申請書により申請し、その承認を

受けなければならない。 

２ 保有課長は、目的外利用・外部提供申請書が

提出されたときは、外部提供の承認の可否を決

定し、目的外利用・外部提供承認通知書により、

利用課長に通知するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、法第６９条第１

項の規定により法令に基づく外部提供をする場

合の申請手続について、当該法令に別の定めが

あるときは、その定めるところによる。 

４ 保有課長は、第２項の承認に際し、保有個人

情報を保護するために必要な条件を付すること

ができる。 

５ 保有課長は、保有個人情報の外部提供を承認

したときは、目的外利用・外部提供記録票を作

成し、速やかに広報広聴課長に届け出るものと

する。 

（外部提供の記録） 

第６条 法第６９条第２項の規定により保有個人

情報の外部提供（他の実施機関に保有個人情報

を提供する場合を除く。以下この条において同

じ。）（同条第１項の規定により法令に基づく場

合を含む。）をしたときは、当該外部提供に係る

保有個人情報を保有する課の長は、目的外利

用・外部提供記録票を作成し、速やかに広報広

聴課長に届け出るものとする。 

（保有特定個人情報の利用の記録） 

第７条 保有特定個人情報を利用目的以外の目的

のために自ら利用したときは、当該保有特定個

人情報を保有する課の長は、目的外利用・外部

提供記録票を作成し、速やかに広報広聴課長に

届け出るものとする。 

（特定個人情報の提供の記録） 

第８条 行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号。以下「番号法」という。）第１９

条第１６号の規定により特定個人情報を提供し

た課の長は、目的外利用・外部提供記録票を作

成し、速やかに広報広聴課長に届け出るものと

する。 

（番号利用条例第４条第２項又は第３項の規定に

よる保有特定個人情報の利用の申請手続等） 

第９条 江東区個人番号の利用並びに特定個人情

報の利用及び提供に関する条例（平成２７年１

２月江東区条例第４５号。以下「番号利用条例」

という。）第４条第２項又は第３項の規定による

保有特定個人情報の利用（次項及び第４項にお

いて「保有特定個人情報の利用」という。）をし

ようとする課の長（次項において「利用課長」

という。）は、あらかじめ当該保有特定個人情報

を保有する課の長（以下この条において「保有

課長」という。）に対し、保有特定個人情報利用・

提供申請書（別記第５号様式）により申請し、

その承認を受けなければならない。 

２ 保有課長は、保有特定個人情報利用・提供申

請書が提出されたときは、保有特定個人情報の

利用の承認の可否を決定し、保有特定個人情報

利用・提供承認通知書兼記録票（別記第６号様

式）により、利用課長に通知するものとする。 

３ 保有課長は、前項の承認に際し、保有特定個

人情報を保護するため必要な条件を付すること

ができる。 

４ 保有課長は、保有特定個人情報の利用を承認

したときは、保有特定個人情報利用・提供承認

通知書兼記録票を作成し、速やかに広報広聴課

長に届け出るものとする。 

（番号利用条例第５条第１項の規定による保有特

定個人情報の提供の申請手続等） 

第１０条 番号利用条例第５条第１項の規定によ

る保有特定個人情報の提供（次項及び第４項に

おいて「保有特定個人情報の提供」という。）を

求めようとする課の長（次項において「利用課

長」という。）は、あらかじめ当該保有特定個人

情報を保有する課の長（以下この条において「保

有課長」という。）に対し、保有特定個人情報利

用・提供申請書により申請し、その承認を受け

なければならない。 

２ 保有課長は、保有特定個人情報利用・提供申

請書が提出されたときは、保有特定個人情報の
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提供の承認の可否を決定し、保有特定個人情報

利用・提供承認通知書兼記録票により、利用課

長に通知するものとする。 

３ 保有課長は、前項の承認に際し、保有特定個

人情報を保護するために必要な条件を付するこ

とができる。 

４ 保有課長は、保有特定個人情報の提供を承認

したときは、保有特定個人情報利用・提供承認

通知書兼記録票を作成し、速やかに広報広聴課

長に届け出るものとする。 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第１１条 個人情報ファイル簿は、課が保有して

いる個人情報ファイルを通じて一の帳簿とする。 

２ 個人情報ファイル簿（単票）の様式は、別記

第７号様式のとおりとする。 

３ 課長は、令第２１条第１項の規定により個人

情報ファイル簿を作成したときは、遅滞なく、

これを一般の閲覧に供しなければならない。 

４ 課長は、令第２１条第１項の規定により個人

情報ファイル簿を作成したとき、又は同条第３

項の規定により個人情報ファイル簿を修正した

ときは、速やかに広報広聴課長に対し、個人情

報ファイル簿の写しを添えて、その旨を届け出

るものとする。 

５ 広報広聴課長は、前項の規定による届出があ

ったときは、遅滞なく、届け出された個人情報

ファイル簿を公表しなければならない。 

６ 課長は、令第２１条第４項の規定により個人

情報ファイルについての記載を消除したときは、

速やかに広報広聴課長に対し、その旨を届け出

るものとする。 

（開示請求における請求書の提出） 

第１２条 条例第４条の規則で定める事項は、次

に掲げる事項とする。 

(1) 請求年月日 

(2) 法定代理人又は本人の委任による代理人が

本人に代わって開示請求をする場合にあって

は、当該本人の氏名及び住所 

(3) 開示の実施の方法 

２ 法第７７条第１項に規定する開示請求書の提

出は、保有個人情報開示請求書（別記第８号様

式）により行うものとする。 

３ 令第２２条第３項に規定する委任状は、委任

状（個人情報に係る開示請求用）（別記第９号様

式）によるものとする。 

（補正に応じないため開示請求を却下する場合の

通知） 

第１３条 法第７７条第３項の規定により補正を

求めた場合において、開示請求をした者がなお

補正に応じないため当該開示請求を却下すると

きは、開示等請求却下通知書（別記第１０号様

式）によりその旨を通知するものとする。 

（未成年者の意思確認） 

第１４条 実施機関は、未成年者の法定代理人か

ら開示請求がなされた場合であって、当該未成

年者が満１５歳に達しているときは、郵送等に

より当該未成年者に確認書（法定代理人請求用）

（別記第１１号様式）の提出を求め、当該開示

請求に係る未成年者の意思を確認することがで

きる。 

２ 実施機関は、前項の規定による確認を行った

結果、未成年者に当該開示請求に同意する意思

がないことを確認した場合は、開示等請求却下

通知書により未成年者の法定代理人に通知する。 

（本人の意思確認） 

第１５条 実施機関は、本人の委任による代理人

から開示請求がなされたときは、郵送等により

当該本人に確認書（任意代理人請求用）（別記第

１２号様式）の提出を求め、当該開示請求に係

る本人の意思を確認することができる。 

２ 実施機関は、前項の規定による確認を行った

結果、本人に当該開示請求に同意する意思がな

いことを確認した場合は、開示等請求却下通知

書により本人の委任による代理人に通知する。 

（開示決定等の通知） 

第１６条 法第８２条第１項及び第２項の規定に

よる通知は、保有個人情報開示等決定通知書（別

記第１３号様式）により行うものとする。 

（開示決定等の期間の延長をする場合の通知） 

第１７条 条例第５条第２項又は第６条の規定に

より条例第５条第１項に規定する期間を延長す

るときは、当該期間を延長する旨の決定は、当

該期間内にしなければならない。 

２ 条例第５条第２項の規定による通知は保有個

人情報開示等決定期間延長通知書（別記第１４

号様式）により、条例第６条の規定による通知

は保有個人情報開示等決定期間特例延長通知書

（別記第１５号様式）により行うものとする。 

（事案の移送の通知） 

第１８条 実施機関は、法第８５条第１項の規定

により事案の移送をした場合は、速やかに他の

行政機関の長等に対し事案移送書（別記第１６

号様式）により、開示請求者に対し事案移送通

知書（別記第１７号様式）により通知するもの

とする。 

（第三者に対する通知） 
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第１９条 実施機関は、法第８６条第１項の規定

により、第三者に対し、当該第三者に関する情

報の内容を通知するに当たっては、開示請求に

係る保有個人情報の本人の権利利益を不当に侵

害しないように留意しなければならない。 

２ 法第８６条第１項及び第２項の規定による通

知は、意見照会書（別記第１８号様式）により

行うものとする。 

３ 法第８６条第３項の規定による通知は、開示

決定に係る通知書（別記第１９号様式）により

行うものとする。 

（開示の実施） 

第２０条 実施機関は、開示決定を受けた者で保

有個人情報の閲覧又は視聴を希望するものが当

該保有個人情報を汚損し、若しくは破損し、又

はその内容を損傷するおそれがあると認めると

きは、当該保有個人情報の閲覧又は視聴の中止

を命ずることができる。 

２ 保有個人情報の開示を行う場合において、保

有個人情報の写しを交付するときの交付部数は、

開示請求に係る保有個人情報１件につき１部と

する。 

（開示の実施の方法） 

第２１条 次の各号に掲げる文書又は図画に記録

されている保有個人情報の閲覧の方法は、それ

ぞれ当該各号に定める方法とする。 

(1) 文書又は図画（次号から第４号まで又は第

４項に該当するものを除く。） 当該文書又は

図画（法第８７条第１項ただし書の規定が適

用される場合にあっては、次項第１号アに規

定するもの）の閲覧 

(2) マイクロフィルム 当該マイクロフィルム

を専用機器により映写したものの閲覧。ただ

し、これにより難い場合にあっては、当該マ

イクロフィルムを日本産業規格Ａ列１番（以

下「Ａ１判」という。）以下の大きさの用紙に

印刷したものの閲覧 

(3) 写真フィルム 当該写真フィルムを印画紙

（縦８９ミリメートル、横１２７ミリメート

ルのもの又は縦２０３ミリメートル、横２５

４ミリメートルのものに限る。以下同じ。）に

印画したものの閲覧 

(4) スライド（第５項に規定する場合における

ものを除く。次項第４号において同じ。） 当

該スライドを専用機器により映写したものの

閲覧 

２ 次の各号に掲げる文書又は図画に記録されて

いる保有個人情報の写しの交付の方法は、それ

ぞれ当該各号に定める方法とする。 

(1) 文書又は図画（次号から第４号まで又は第

４項に該当するものを除く。） 次に掲げる方

法（イに掲げる方法にあっては、当該文書又

は図画の保存に支障を生ずるおそれがなく、

かつ、実施機関がその保有する処理装置及び

プログラム（電子計算機に対する指令であっ

て、一の結果を得ることができるように組み

合わされたものをいう。以下同じ。）により当

該文書又は図画の開示を実施することができ

る場合に限る。） 

ア 当該文書又は図画を複写機により日本産

業規格Ａ列３番（以下「Ａ３判」という。）

以下の大きさの用紙に複写したものの交付

（イに掲げる方法に該当するものを除く。）。

ただし、これにより難い場合にあっては、

当該文書若しくは図画を複写機によりＡ１

判若しくは日本産業規格Ａ列２番（以下「Ａ

２判」という。）の用紙に複写したものの交

付（イに掲げる方法に該当するものを除

く。）又は当該文書若しくは図画を撮影した

写真フィルムを印画紙に印画したものの交

付 

イ 当該文書又は図画を複写機により用紙に

カラーで複写したものの交付 

(2) マイクロフィルム 当該マイクロフィルム

を日本産業規格Ａ列４番（以下「Ａ４判」と

いう。）の用紙に印刷したものの交付。ただし、

これにより難い場合にあっては、Ａ１判、Ａ

２判又はＡ３判の用紙に印刷したものの交付 

(3) 写真フィルム 当該写真フィルムを印画紙

に印画したものの交付 

(4) スライド 当該スライドを印画紙に印画し

たものの交付 

３ 次の各号に掲げる電磁的記録に記録されてい

る保有個人情報についての法第８７条第１項の

定める方法は、それぞれ当該各号に定める方法

とする。 

(1) 録音テープ（第５項に規定する場合におけ

るものを除く。以下この号において同じ。）又

は録音ディスク 次に掲げる方法 

ア 当該録音テープ又は録音ディスクを専用

機器により再生したものの聴取 

イ 当該録音テープ又は録音ディスクを録音

カセットテープ（日本産業規格Ｃ５５６８

に適合する記録時間１２０分のものに限る。

別表５の項において同じ。）に複写したもの

の交付 
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(2) ビデオテープ又はビデオディスク 次に掲

げる方法 

ア 当該ビデオテープ又はビデオディスクを

専用機器により再生したものの視聴 

イ 当該ビデオテープ又はビデオディスクを

ビデオカセットテープ（日本産業規格Ｃ５

５８１に適合する記録時間１２０分のもの

に限る。以下同じ。）に複写したものの交付 

(3) 電磁的記録（前２号又は次項に該当するも

のを除く。） 次に掲げる方法であって、実施

機関がその保有する処理装置及びプログラム

により行うことができるもの 

ア 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの

用紙に出力したものの閲覧 

イ 当該電磁的記録を専用機器（開示を受け

る者の閲覧又は視聴の用に供するために備

え付けられているものに限る。）により再生

したものの閲覧又は視聴 

ウ 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの

用紙に出力したものの交付（エに掲げる方

法に該当するものを除く。） 

エ 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの

用紙にカラーで出力したものの交付 

オ 当該電磁的記録を光ディスク（日本産業

規格Ｘ０６０６及びＸ６２８１又はＸ６２

４１に適合する直径１２０ミリメートルの

光ディスクの再生装置で再生することが可

能なものに限る。）に複写したものの交付 

４ 映画フィルムに記録された保有個人情報の開

示の実施の方法は、次に掲げる方法とする。 

(1) 当該映画フィルムを専用機器により映写し

たものの視聴 

(2) 当該映画フィルムをビデオカセットテープ

に複写したものの交付 

５ スライド及び当該スライドの内容に関する音

声を記録した録音テープを同時に視聴する場合

における保有個人情報の開示の実施の方法は、

次に掲げる方法とする。 

(1) 当該スライド及び当該録音テープを専用機

器により再生したものの視聴 

(2) 当該スライド及び当該録音テープをビデオ

カセットテープに複写したものの交付 

（費用負担） 

第２２条 条例第３条第２項に規定する保有個人

情報の写しの作成に要する費用の額は、別表の

とおりとする。 

２ 条例第３条第２項に規定する保有個人情報の

写しの送付に要する費用の額は、郵送料相当額

とする。 

３ 前２項の費用は、前納しなければならない。 

（写しの送付に要する費用の納付の方法） 

第２３条 令第２８条第４項の規則で定める方法

は、納入通知書による。 

（訂正請求における請求書の提出） 

第２４条 条例第７条の規則で定める事項は、次

に掲げる事項とする。 

(1) 請求年月日 

(2) 法定代理人又は本人の委任による代理人が

本人に代わって訂正請求をする場合にあって

は、当該本人の氏名及び住所 

２ 法第９１条第１項に規定する訂正請求書の提

出は、保有個人情報訂正請求書（別記第２０号

様式）により行うものとする。 

３ 令第２９条において準用する令第２２条第３

項の規定による訂正請求における委任状は、委

任状（訂正請求用）（別記第２１号様式）による

ものとする。 

（保有個人情報の提供先への通知） 

第２５条 法第９７条の規定による通知は、保有

個人情報訂正通知書（別記第２２号様式）によ

り行うものとする。 

（訂正請求における開示請求に係る規定の準用） 

第２６条 第１３条から第１８条までの規定は、

訂正請求について準用する。この場合において、

第１３条中「第７７条第３項」とあるのは「第

９１条第３項」と、第１６条中「第８２条第１

項及び第２項」とあるのは「第９３条第１項及

び第２項」と、第１７条第１項中「条例第５条

第２項又は第６条」とあるのは「法第９４条第

２項又は第９５条」と、「条例第５条第１項」と

あるのは「法第９４条第１項」と、同条第２項

中「条例第５条第２項」とあるのは「法第９４

条第２項」と、「条例第６条」とあるのは「法第

９５条」と、第１８条中「第８５条第１項」と

あるのは「第９６条第１項」と読み替えるもの

とする。 

（利用停止請求における請求書の提出） 

第２７条 条例第８条の規則で定める事項は、次

に掲げる事項とする。 

(1) 請求年月日 

(2) 法定代理人又は本人の委任による代理人が

本人に代わって利用停止請求をする場合にあ

っては、当該本人の氏名及び住所 

２ 法第９９条第１項に規定する利用停止請求書

の提出は、保有個人情報利用停止請求書（別記

第２３号様式）により行うものとする。 
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３ 令第２９条において準用する令第２２条第３

項の規定による利用停止請求における委任状は、

委任状（利用停止請求用）（別記第２４号様式）

によるものとする。 

（利用停止請求における開示請求に係る規定の準 

用） 

第２８条 第１３条から第１７条までの規定は、

利用停止請求について準用する。この場合にお

いて、第１３条中「第７７条第３項」とあるの

は「第９９条第３項」と、第１６条中「第８２

条第１項及び第２項」とあるのは「第１０１条

第１項及び第２項」と、第１７条第１項中「条

例第５条第２項又は第６条」とあるのは「法第

１０２条第２項又は第１０３条」と、「条例第５

条第１項」とあるのは「法第１０２条第１項」

と、同条第２項中「条例第５条第２項」とある

のは「法第１０２条第２項」と、「条例第６条」

とあるのは「法第１０３条」と読み替えるもの

とする。 

（運用状況の公表） 

第２９条 個人情報保護制度の運用状況の公表は、

毎年１回行うものとする。 

２ 前項に規定する公表は、次に掲げる事項を明

らかにして行うものとする。 

(1) 個人情報ファイル簿の公表の状況 

(2) 外部委託、目的外利用及び外部提供の状況 

(3) 開示請求、訂正請求及び利用停止請求の状

況 

(4) 開示決定等、訂正決定等及び利用停止決定

等の状況 

(5) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と

認める事項 

（調整） 

第３０条 個人情報保護制度を実施するために必

要な調整は、政策経営部長が行う。 

（委任） 

第３１条 この規則の施行に関し必要な事項は、

別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（江東区個人情報保護条例施行規則の廃止） 

２ 江東区個人情報保護条例施行規則（平成１０

年６月江東区規則第４３号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際、令和５年４月１日から

同月３０日までに個人情報を取り扱う業務の処

理を区の機関以外のものに委託する場合におけ

る第３条第２項の規定については、同項中「当

該外部委託を開始する３０日前まで」とあるの

は「令和５年４月３０日まで」とする。 

別表（第２１条、第２２条関係） 
保有個人情報を

記録している地

方公共団体等行

政文書の種別 

開示の実施の方法 費用負担額 

１ 文書又は図

画（２の項か

ら４の項まで

又は８の項に

該当するもの

を除く。） 

ア 複写機により

用紙に複写した

ものの交付（イ

に掲げる方法に

該当するものを

除く。） 

用紙１枚につき

１０円（Ａ２判

については４０

円、Ａ１判につ

いては８０円） 

イ 複写機により

用紙にカラーで

複写したものの

交付 

用紙１枚につき

５０円（Ａ３判

については８０

円、Ａ２判につ

い て は２ ０ ０

円、Ａ１判につ

い て は４ ０ ０

円） 

ウ 撮影した写真

フィルムを印画

紙に印画したも

のの交付 

１枚につき１２

０円（縦２０３

ミリメートル、

横２５４ミリメ

ートルのものに

ついては、５２

０円）に１２枚

までごとに７６

０円を加えた額 

２ マイクロフ

ィルム 

用紙に印刷したも

のの交付 

用紙１枚につき

８０円（Ａ３判

については１４

０円、Ａ２判に

ついては３７０

円、Ａ１判につ

い て は６ ９ ０

円） 

３ 写真フィル

ム 

印画紙に印画した

ものの交付 

１枚につき３０

円（縦２０３ミ

リメートル、横

２５４ミリメー

トルのものにつ

いては、４３０

円） 

４  ス ラ イ ド

（９の項に該

当するものを

除く。） 

印画紙に印画した

ものの交付 

１枚につき１０

０円（縦２０３

ミリメートル、

横２５４ミリメ

ートルのものに

ついては、１，

３００円） 
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５ 録音テープ

（９の項に該

当するものを

除く。）又は録

音ディスク 

録音カセットテー

プに複写したもの

の交付 

１巻につき４３

０円 

６ ビデオテー

プ又はビデオ

ディスク 

ビデオカセットテ

ープに複写したも

のの交付 

１巻につき５８

０円 

７ 電磁的記録

（５の項、６

の項又は８の

項に該当する

ものを除く。） 

ア 用紙に出力し

た も の の 交 付

（イに掲げる方

法に該当するも

のを除く。） 

用紙１枚につき

１０円 

イ 用紙にカラー

で出力したもの

の交付 

用紙１枚につき

５０円（Ａ３判

については、８

０円） 

ウ 光ディスク（日

本産業規格Ｘ０

６０６及びＸ６

２８１に適合す

る直径１２０ミ

リメートルの光

ディスクの再生

装置で再生する

ことが可能なも

のに限る。）に複

写したものの交

付 

１枚につき１０

０円 

エ 光ディスク（日

本産業規格Ｘ６

２４１に適合す

る直径１２０ミ

リメートルの光

ディスクの再生

装置で再生する

ことが可能なも

のに限る。）に複

写したものの交

付 

１枚につき１０

０円 

８ 映画フィル

ム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビデオカセットテ

ープに複写したも

のの交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６，８００円（１

６ミリメートル

映画フィルムに

ついては１３，

０００円、３５

ミリメートル映

画フィルムにつ

いては１０，１

００円）に記録

時間１０分まで

ごとに２，７５

０円（１６ミリ

メートル映画フ

ィルムについて 

  は３，２００円、

３５ミリメート

ル映画フィルム

については２，

６５０円）を加

えた額 

９ スライド及

び録音テープ

（第２１条第

５項に規定す

る場合におけ

る も の に 限

る。） 

ビデオカセットテ

ープに複写したも

のの交付 

５，２００円（ス

ライド２０枚を

超える場合にあ

っては、５，２

００円にその超

える枚数１枚に

つき１１０円を

加えた額） 

備考 １の項ア若しくはイ、２の項又は７の項 

ア若しくはイの場合において、両面印刷の用 

紙を用いるときは、片面を１枚として額を算 

定する。 
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別記第１号様式（第３条関係） 
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別記第２号様式（第４条、第５条関係）
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別記第３号様式（第４条、第５条関係） 
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別記第４号様式（第４条、第５条、第６条、第７条、第８条関係） 
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別記第５号様式（第９条、第１０条関係） 
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別記第６号様式（第９条、第１０条関係） 
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別記第７号様式（第１１条関係） 
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別記第８号様式（第１２条関係） 
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別記第９号様式（第１２条関係） 
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別記第１０号様式（第１３条、第１４条、第１５条、第２６条、第２８条関係） 
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別記第１１号様式（第１４条、第２６条、第２８条関係） 
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別記第１２号様式（第１５条、第２６条、第２８条関係） 
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別記第１３号様式（第１６条、第２６条、第２８条関係） 
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別記第１４号様式（第１７条、第２６条、第２８条関係） 
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別記第１５号様式（第１７条、第２６条、第２８条関係） 
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別記第１６号様式（第１８条、第２６条関係） 

 



（号外第 216号）            江 東 区 公 報     令和 5 年 4月 28日（金曜日） 

 

26 

 

 

別記第１７号様式（第１８条、第２６条関係） 

 



令和 5年 4月 28日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 216 号） 

 

27 

 

 

別記第１８号様式（第１９条関係） 
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別記第１９号様式（第１９条関係） 
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別記第２０号様式（第２４条関係） 
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別記第２１号様式（第２４条関係） 
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別記第２２号様式（第２５条関係） 
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別記第２３号様式（第２７条関係） 
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別記第２４号様式（第２７条関係） 
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江東区個人情報保護審議会条例施行規則を公布

する。 

  令和５年３月８日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第４号 

江東区個人情報保護審議会条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、江東区個人情報保護審議会

条例（令和５年３月江東区条例第４号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（用語） 

第２条 この規則において使用する用語は、個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５

７号。以下「法」という。）、江東区議会の個

人情報の保護に関する条例（令和５年３月江東

区条例第２５号。以下「議会条例」という。）

及び条例において使用する用語の例による。 

（諮問の方法） 

第３条 条例第２条第１号に規定する諮問は、諮

問書（別記第１号様式）により行うものとする。  

（諮問書の添付資料） 

第４条 諮問書には、次に掲げる書面を添付する

ものとする。 

(1) 江東区個人情報の保護に関する法律施行条

例施行規則（令和５年３月江東区規則第３号）

に定める保有個人情報開示請求書、保有個人

情報訂正請求書若しくは保有個人情報利用停

止請求書又は江東区議会の個人情報の保護に

関する条例施行規程（令和５年３月江東区議

会訓令甲第１号）に定める開示請求書、訂正

請求書若しくは利用停止請求書の写し 

(2) 江東区個人情報の保護に関する法律施行条

例施行規則に定める保有個人情報開示等決定

通知書又は江東区議会の個人情報の保護に関

する条例施行規程に定める開示決定通知書、

開示をしない旨の決定通知書、訂正決定通知

書、訂正をしない旨の決定通知書、利用停止

決定通知書若しくは利用停止をしない旨の決

定通知書の写し 

(3) 開示請求に係る保有個人情報の一部を開示

する旨の決定をしているときの当該開示の実

施に係る保有個人情報の写し 

(4) 審査請求書の写し 

(5) 弁明書の写し 

(6) 反論書の写し（審査請求人から提出があっ

た場合に限る。） 

(7) 開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定

等についての諮問庁の考え方及びその理由を

記載した理由説明書（諮問庁がこれを補足す

るために必要と認める資料を含む。） 

(8) 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）

第１１条第１項に規定する総代若しくは同法

第１２条第１項に規定する代理人が選任され、

又は同法第１３条第４項に規定する参加人の

参加が決定しているときの当該選任又は決定

を示す書面の写し 

(9) 開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定

等の期間を延長しているときの江東区個人情

報の保護に関する法律施行条例施行規則に定

める保有個人情報開示等決定期間延長通知書

若しくは保有個人情報開示等決定期間特例延

長通知書又は江東区議会の個人情報の保護に

関する条例施行規程に定める開示決定等期限

延長通知書、開示決定等期限特例延長通知書、

訂正決定等期限延長通知書、訂正決定等期限

特例延長通知書、利用停止決定等期限延長通

知書若しくは利用停止決定等期限特例延長通

知書の写し 

(10) 法第８６条第３項又は議会条例第２７条第

３項に規定する反対意見書が提出されている

ときの当該反対意見書の写し 

（諮問の取下げ） 

第５条 諮問に係る審査請求の取下げがあった場

合における当該諮問の取下げは、取下書（別記

第２号様式）によるものとする。  

２ 諮問の後に、法第１０５条第３項において準

用する同条第１項各号又は議会条例第４５条第

１項各号のいずれかに該当することとなった場

合における当該諮問の取下げは、諮問後取下書

（別記第３号様式）によるものとする。 

（諮問庁との調整）  

第６条 審議会は、諮問庁から、法第８１条又は

議会条例第２３条の規定により存否を明らかに

しないで開示請求を拒否した事件に係る保有個

人情報の存否の取扱いについて特別の配慮を必

要とするものである旨の申出を受けた場合にお

いて、当該保有個人情報の存否を明らかにする

ことを求めようとするときは、当該諮問庁の意

見を聴くものとする。  

２ 審議会は、必要があると認めるときは、諮問

庁の同意を得て、諮問庁から提示された保有個

人情報又はその写しを答申までの間留め置くこ

とができる。  

（審議会に諮問をした旨の通知） 
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第７条 法第１０５条第３項において準用する同

条第２項及び議会条例第４５条第２項の規定に

よる通知は、審議会諮問通知書（別記第４号様 

式）により行うものとする。 

附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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別記第１号様式（第３条関係） 
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別記第２号様式（第５条関係） 
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別記第３号様式（第５条関係） 



令和 5年 4月 28日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 216 号） 

 

41 

 

 

別記第４号様式（第７条関係） 
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江東区情報公開条例施行規則の一部を改正する

規則を公布する。 

  令和５年３月８日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第５号 

江東区情報公開条例施行規則の一部を改正

する規則 

 江東区情報公開条例施行規則（平成１３年１０

月江東区規則第５１号）の一部を次のように改正

する。 

第１条中「第３３条」を「第４０条」に改める。 

第３条の表２の項中「一部開示決定通知書」を

「部分開示決定通知書」に改め、同表３の項中「非

開示決定通知書」を「不開示決定通知書」に改め

る。 

第７条の見出しを「（第三者に対する意見書提出

の機会の付与等）」に改める。 

第８条中「日本工業規格」を「日本産業規格」

に改める。 

第９条中第１項を削り、第２項を第１項とし、

第３項を第２項とする。 

第１１条から第１３条までを削る。 

第１８条を第２１条とする。 

第１７条中「ための」を「ために」に改め、同

条を第２０条とする。 

第１６条中「第３１条第１項」を「第３８条第

１項」に改め、同条を第１９条とする。 

第１５条中「第２９条第１項」を「第３５条第

１項」に改め、同条を第１８条とする。 

第１４条第１項中「第２８条」を「第３４条」

に、「非開示情報」を「不開示情報」に改め、同条

を第１７条とする。 

第１０条の２の次に次の６条を加える。 

（諮問の方法） 

第１１条 条例第２０条第１項の規定による諮問

は、諮問書（別記第１０号様式）により行うも

のとする。 

（諮問書の添付資料） 

第１２条 諮問書には、次に掲げる書面を添付す

るものとする。 

(1) 開示請求書の写し 

(2) 開示決定通知書、部分開示決定通知書又は

不開示決定通知書の写し 

(3) 開示請求に係る公文書の一部を開示する旨

の決定をしているときの当該開示の実施に係

る公文書の写し 

(4) 審査請求書の写し 

(5) 弁明書の写し 

(6) 反論書の写し（審査請求人から提出があっ

た場合に限る。） 

(7) 開示決定等についての諮問庁（条例第２０

条第１項の規定により諮問をした実施機関を

いう。以下同じ。）の考え方及びその理由を記

載した理由説明書（諮問庁がこれを補足する

ために必要と認める資料を含む。） 

(8) 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）

第１１条第１項に規定する総代若しくは同法

第１２条第１項に規定する代理人が選任され、

又は同法第１３条第４項に規定する参加人の

参加が決定しているときの当該選任又は決定

を示す書面の写し 

(9) 開示決定等の期間を延長しているときの開

示決定等期間延長通知書又は開示決定等期間

特例延長通知書の写し 

(10) 条例第１５条第３項に規定する反対意見書

が提出されているときの当該反対意見書の写

し 

（諮問の取下げ） 

第１３条 諮問に係る審査請求の取下げがあった

場合における当該諮問の取下げは、取下書（別

記第１１号様式）によるものとする。 

２ 諮問の後に、条例第２０条第１項第１号又は

第２号に該当することとなった場合における当

該諮問の取下げは、諮問後取下書（別記第１２

号様式）によるものとする。 

（諮問庁との調整） 

第１４条 審議会は、諮問庁から、条例第１０条

の規定により存否を明らかにしないで開示請求

を拒否した事件に係る公文書の存否の取扱いに

ついて特別の配慮を必要とするものである旨の

申出を受けた場合において、当該公文書の存否

を明らかにすることを求めようとするときは、

当該諮問庁の意見を聴くものとする。 

２ 審議会は、必要があると認めるときは、諮問

庁の同意を得て、諮問庁から提示された公文書

又はその写しを答申までの間留め置くことがで

きる。 

（情報公開審議会に諮問をした旨の通知） 

第１５条 条例第２０条第４項の規定による通知

は、審議会諮問通知書（別記第１３号様式）に

より行うものとする。 

（準用） 

第１６条 第１１条から前条までの規定は、条例

第２０条第６項の規定による議長の意見照会に

ついて準用する。 
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別表中「、第１２条」を削り、「日本工業規格」

を「日本産業規格」に改める。 

別記第３号様式及び別記第４号様式を次のよう 

に改める。 
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別記第３号様式（第３条関係） 
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別記第４号様式（第３条関係） 

 
別記第１０号様式から別記第１４号様式までを 

削り、別記第９号様式の次に次の４様式を加える。 
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別記第１０号様式（第１１条関係） 
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（別紙） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（号外第 216号）            江 東 区 公 報     令和 5 年 4月 28日（金曜日） 

 

48 

 

 

別記第１１号様式（第１３条関係） 
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別記第１２号様式（第１３条関係） 
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別記第１３号様式（第１５条関係） 

 
附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（江東区文書管理規則の一部改正） 

２ 江東区文書管理規則（平成１３年１０月江東

区規則第５３号）の一部を次のように改正する。 

第５１条中「非開示情報」を「不開示情報」

に改める。 

                    

江東区江東きっずクラブ条例施行規則の一部を

改正する規則を公布する。 

令和５年３月１５日 
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江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第６号 

江東区江東きっずクラブ条例施行規則の一

部を改正する規則 

江東区江東きっずクラブ条例施行規則（平成２

２年４月江東区規則第９号）の一部を次のように

改正する。 

 別表第１江東きっずクラブ八名川の項中「３８

名」を「７６名」に改め、同表江東きっずクラブ

数矢の項中「５０名」を「９４名」に改め、同表

江東きっずクラブ東陽の項中「３８名」を「６９

名」に改め、同表江東きっずクラブ南陽の項中「１

１４名」を「１５２名」に改め、同表江東きっず

クラブ毛利の項中「４１名」を「７３名」に改め、

同表江東きっずクラブ東川の項中「７２名」を「１

１８名」に改め、同表江東きっずクラブ豊西の項

中「１４４名」を「１８０名」に改め、同表江東

きっずクラブ五大の項中「４６名」を「７４名」

に改め、同表江東きっずクラブ四砂の項中「５３

名」を「８１名」に改め、同表江東きっずクラブ

五砂の項中「８７名」を「１３２名」に改める。 

 別記第１号様式中 

「 □個人情報の取扱いに関する同意 

」 

円滑なクラブ運営を図るため、利用児童の

個人情報を、学校とクラブとの間で情報共

有することに同意します。 

□費用の減額・免除申請の有無 
兄弟で利用している世帯等への減額制度、

非課税世帯への免除制度等を申請する場合

は、チェックしてください。（減免申請書を

必ず提出してください。） 

を 
「 

 

 

 

 

 

個人情報の取扱いに関する同意 □ 

 

 

 

 

 

」 

円滑なクラブ運営を図るため、利用児童の

個人情報を、学校とクラブとの間で共有す

ることに同意の上、上記□にチェックをし

てください。 

費用の減額・免除申請の有無（有・無） 

兄弟で利用している世帯等への減額制度又

は非課税世帯等への免除制度を申請する場

合は減免申請書を提出してください。 

に改める。 

 別記第２号様式及び別記第３号様式を次のよう

改める。 
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別記第２号様式（第４条関係） 
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別記第３号様式（第４条関係） 

 別記第２１号様式中「○印 」を削る。 

 別記第２２号様式を次のように改める。 
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別記第２２号様式（第１３条関係） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区江東きっずクラブ条例施行規則の別記

様式による用紙で、現に残存するものは、所要

の修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区指定地域密着型サービス事業所及び指定

地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関

する規則の一部を改正する規則を公布する。 

令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第７号 

江東区指定地域密着型サービス事業所及び

指定地域密着型介護予防サービス事業所の

指定等に関する規則の一部を改正する規則 

 江東区指定地域密着型サービス事業所及び指定

地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関

する規則（平成１８年６月江東区規則第６１号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項中「申請者」を「申請をした者」

に改める。 

 第３条中「掲げる書類」を「定める書類」に改

める。 

 第７条第７号及び第８条第６号中「その他」を

「前各号に掲げるもののほか、」に改める。 

 別記第１号様式を次のように改める。 

 



令和 5年 4月 28日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 216 号） 

 

55 

 

 

別記第１号様式（第２条関係） 
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別記第３号様式から別記第６号様式までを次の

ように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 5年 4月 28日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 216 号） 

 

57 

 

 

別記第３号様式（第３条関係） 

 

 



（号外第 216号）            江 東 区 公 報     令和 5 年 4月 28日（金曜日） 

 

58 

 

 

別記第４号様式（第３条関係） 
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別記第５号様式（第３条関係） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（号外第 216号）            江 東 区 公 報     令和 5 年 4月 28日（金曜日） 

 

60 

 

 

別記第６号様式（第４条関係） 

 
 別記第８号様式を次のように改める。 
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別記第８号様式（第６条関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区指定地域密着型サービス事業所及び指

定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等

に関する規則の別記様式による用紙で、現に残

存するものは、所要の修正を加え、なお使用す

ることができる。 

                    

江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に関す

る規則の一部を改正する規則を公布する。 

令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第８号 

   江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に

関する規則の一部を改正する規則 

 江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に関す

る規則（平成３０年３月江東区規則第１９号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第２項中「申請者」を「申請をした者」

に改める。 

 第３条中「掲げる書類」を「定める書類」に改

める。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第２条関係） 
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 別記第３号様式から別記第５号様式までを次の 

ように改める。 
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別記第３号様式（第３条関係） 
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別記第４号様式（第３条関係） 
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別記第５号様式（第３条関係） 

 
 別記第７号様式を次のように改める。 
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別記第７号様式（第５条関係） 

 
   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に関

する規則の別記様式による用紙で、現に残存す

るものは、所要の修正を加え、なお使用するこ
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とができる。 

                    

江東区指定介護予防支援事業所の指定等に関す

る規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第９号 

江東区指定介護予防支援事業所の指定等に

関する規則の一部を改正する規則 

 江東区指定介護予防支援事業所の指定等に関す

る規則（平成１８年６月江東区規則第６２号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第２項中「申請者」を「申請をした者」

に改める。 

 第３条中「掲げる書類」を「定める書類」に改

める。 

 第４条中「ものとする」を削る。 

 第５条第１項中「ものとする」を削り、同条第

２項中「第２条第２項」を「第２条第２項及び第

３項」に改める。 

 第６条各号列記以外の部分中「よる」を「によ

る」に改め、同条第７号及び第８号を削り、同条

第９号中「その他」を「前各号に掲げるもののほ

か、」に改め、同号を同条第７号とする。 

第７条中「法第１１５条の３０各号」を「同条

各号」に改め、「ものとする」を削り、同条第２号

中「指定介護予防支援」を削り、同条第４号を次

のように改める。 

 (4) 指定若しくは指定の取消しの年月日又は指

定の効力の停止の内容及びその期間 

第７条第５号中「その他」を「前各号に掲げる

もののほか、」に改める。 

第８条中「第１１５条の４５第３項」を「第１

１５条の４６第３項」に改める。 

第９条を第１０条とし、第８条の次に次の１条

を加える。 

（様式） 

第９条 この規則に定めるもののほか、この規則

の施行について必要な様式は、区長が別に定め

る。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第２条関係） 
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別記第３号様式から別記第５号様式までを次の

ように改める。 
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別記第３号様式（第３条関係） 
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別記第４号様式（第３条関係） 
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別記第５号様式（第３条関係） 

 
 別記第７号様式及び別記第８号様式を次のよう 

に改める。 
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別記第７号様式（第５条関係） 
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別記第８号様式（第８条関係） 

 
   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区指定介護予防支援事業所の指定等に関

する規則の別記様式による用紙で、現に残存す

るものは、所要の修正を加え、なお使用するこ

とができる。 

                    

江東区避難行動要支援者名簿情報の提供に関す

る条例施行規則を公布する。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１０号 

江東区避難行動要支援者名簿情報の提供に

関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、江東区避難行動要支援者名

簿情報の提供に関する条例（令和５年３月江東

区条例第２６号。以下「条例」という。）の施行

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例

で使用する用語の例による。 

（避難行動要支援者の範囲） 

第３条 条例第２条第１号の規則で定めるものは、

次の各号のいずれかに該当する者とする。 

http://172.31.1.51/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://172.31.1.51/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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 (1) ７５歳以上の一人暮らしの者又は７５歳

以上の者のみで構成される世帯に属する者 

 (2) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第

１９条第１項に規定する要介護認定を受けて

いる者のうち、当該要介護認定に係る要介護

状態区分が要介護認定等に係る介護認定審査

会による審査及び判定の基準等に関する省令

（平成１１年厚生省令第５８号）第１条第１

項に規定する要介護３、要介護４又は要介護

５であるもの。ただし、老人福祉法（昭和３

８年法律第１３３号）第２０条の５に規定す

る特別養護老人ホームに入所している者を除

く。 

 (3) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８

３号）第１５条第４項の規定により身体障害

者手帳の交付を受けている者のうち、身体障

害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第

１５号）別表第５号（以下「等級表」という。）

に規定する肢体不自由、視覚障害又は聴覚障

害に係る障害の程度が１級又は２級のもの 

 (4) 東京都が知的障害者に発行する手帳（東京

都愛の手帳交付要綱（昭和４２年３月２０日

４２民児精発第５８号）に規定する愛の手帳

をいう。）の交付を受けている者のうち、そ

の障害の程度が１度又は２度のもの 

 (5) 前各号に掲げる者のほか、高齢者、障害者、

乳幼児その他の災害が発生し、又は発生する

おそれがある場合に自ら避難することが困難

な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確

保を図るため特に支援を要すると届け出たも

の 

（避難行動要支援者名簿の記載事項） 

第４条 条例第２条第３号の避難行動要支援者名

簿には、災害対策基本法（昭和３６年法律第２

２３号。以下「法」という。）第４９条の１０

第２項各号に掲げる事項のほか、条例第３条第

１項ただし書に規定する本人の同意の有無を記

載するものとする。 

２ 区長は、前項に規定する記載事項について、

正確かつ最新の内容を保つよう努めなければな

らい。 

（避難支援等関係者の範囲） 

第５条 条例第２条第５号の規則で定めるものは、

次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 (1) 区の区域を管轄する警察署 

 (2) 区の区域を管轄する消防署 

 (3) 社会福祉法人江東区社会福祉協議会 

 (4) 拠点避難所 

 (5) 災害協力隊等（地域住民の隣保互助の精神

に基づき、区内の町会、自治会等を母体とし

て自発的に結成された法第５条第２項に規定

する自主防災組織又は自主防災組織としての

活動が困難な場合におけるマンション管理組

合、自治組織等をいう。） 

 (6) 民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）

に規定する民生委員 

 (7) 介護保険法第１１５条の４６第１項に規定

する地域包括支援センター 

（名簿情報の提供の同意等） 

第６条 避難行動要支援者は、条例第３条第１項

の規定による名簿情報の提供（以下「名簿情報

の提供」という。）に同意する場合は、書面に

よりその旨を区長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定により名簿情報の提供に同意した

者が、同意を取り下げようとする場合は、書面

によりその旨を区長に届け出なければならない。 

３ 条例第３条第２項の規定により、本人の同意

を得ることなく名簿情報の提供をされた者が、

当該名簿情報から自己の情報を削除することを

希望する場合は、書面によりその旨を区長に届

け出なければならない。 

（名簿情報の管理） 

第７条 名簿情報の提供を受けた避難支援等関係

者等は、条例第５条に規定する措置を講ずるた

め、名簿情報の管理を行う者（以下「管理者」

という。）及び名簿情報を使用できる者を定め、

書面により区長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、名簿情報の提供を

受けた避難支援等関係者等のうち、拠点避難所

については、名簿情報を使用できる者を定める

ことを要しない。 

３ 管理者は、名簿情報を適切に管理することを

誓約した書面を区長に提出しなければならない。 

（その他） 

第８条 この規則の施行に関し必要な事項は、区

長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                     

江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

附則第２項に規定する規則で定める日を定める規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１１号 

江東区国民健康保険条例の一部を改正する
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条例附則第２項に規定する規則で定める日

を定める規則 

 江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

附則第２項に規定する規則で定める日を定める規

則（令和２年９月江東区規則第６８号）の一部を

次のように改正する。 

 本則中「令和５年３月３１日」を「令和５年５

月７日」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

生活保護法施行細則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１２号 

生活保護法施行細則の一部を改正する規則

則 

 生活保護法施行細則（昭和４０年３月江東区規

則第３号）の一部を次のように改正する。 

別記第２９号様式を次のように改める。 
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別記第２９号様式（第１０条関係） 

 

 

 

 

 



（号外第 216号）            江 東 区 公 報     令和 5 年 4月 28日（金曜日） 

 

80 

 

 

 
別記第３１号様式を次のように改める。 
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別記第３１号様式（第１２条関係） 
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附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

江東区住宅用家屋証明事務施行細則の一部を改

正する規則を公布する。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１３号 

江東区住宅用家屋証明事務施行細則の一部

を改正する規則 

江東区住宅用家屋証明事務施行細則（昭和５９

年７月江東区規則第４４号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条第２項第１号中「第１０条第２号に規定

する認定長期優良住宅」を「第１０条第２号イに

掲げる住宅で住宅用家屋に該当するもの」に改め、

同条第４項第４号アからウまで以外の部分を次の

ように改める。 

昭和５６年１２月３１日以前に建築された

家屋について住宅用家屋証明を受けようとす

る場合は、次のいずれかの書類 

 第２条第４項第４号ア中「第２６条第２項第２

号」を「第２６条第３項第２号」に、「１級建築士」

を「一級建築士」に、「２級建築士」を「二級建築

士」に改め、同項第７号中「増改築等工事証明書

（特定の増改築等がされた住宅用家屋の所有権の

移転登記の税率の軽減の特例用）（別記第４号様

式）」を「増改築等工事証明書（別記第４号様式）」

に、「増改築等工事証明書（特定の増改築等がされ

た住宅用家屋の所有権の移転登記の税率の軽減の

特例用）に」を「増改築等工事証明書（特定の増

改築等がされた住宅用家屋の所有権の移転登記の

税率の軽減の特例及び改修工事がされた住宅の不

動産取得税の軽減の特例用）又は増改築等工事証

明書に」に改める。 

別記第１号様式中 
「 床 面 積 ㎡  

」 構 造 造  

を 
「 床 面 積 ㎡  」 

に改め、同様式中備考６を削り、備考７を備考６

とし、備考８を備考７とし、備考９を備考８とす

る。 

別記第３号様式中 

「１ 断熱等性能等級４  」 

を 

「１ 断熱等性能等級４以上」 

に改める。 

 別記第４号様式を次のように改める。 
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別記第４号様式（第２条関係）  
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区住宅用家屋証明事務施行細則の別記様

式による用紙で、現に残存するものは、所要の

修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区都市の低炭素化の促進に関する法律施行

細則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１４号 

江東区都市の低炭素化の促進に関する法律

施行細則の一部を改正する規則 

江東区都市の低炭素化の促進に関する法律施行

細則（平成２４年１２月江東区規則第６８号）の

一部を次のように改正する。 

別記第１号様式及び別記第２号様式を次のよう

に改める。 
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別記第１号様式（第５条関係） 
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別記第２号様式（第５条関係） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正前の江東区都市の低炭素

化の促進に関する法律施行細則（以下「改正前

の規則」という。）別記第１号様式及び別記第２

号様式の規定は、都市の低炭素化の促進に関す

る法律施行規則の一部を改正する省令（令和４

年国土交通省令第６８号）附則第２項から第４

項までの規定によりなお従前の例によることと

される認定の申請（変更の認定の申請を含む。）

については、なおその効力を有する。 

３ この規則の施行の際、改正前の規則の別記様
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式による用紙で、現に残存するものは、所要の

修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律施行細則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１５号 

江東区建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律施行細則の一部を改正する規

則 

江東区建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律施行細則（平成２８年６月江東区規則第

６６号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項第１号イ中「（日本住宅性能表示基

準（平成１３年国土交通省告示第１３４６号）別

表１に規定する断熱等性能等級（以下単に「断熱

等性能等級」という。）の等級４及び同表に規定す

る一次エネルギー消費量等級（以下「一次エネル

ギー消費量等級」という。）の等級５に適合してい

る場合に限る。ただし、法の施行の際現に存する

建築物の住宅部分については、一次エネルギー消

費量等級の等級４又は等級５に適合している場合

に限る。）」を削る。 

第６条第１項第１号オ中「（断熱等性能等級の等

級４及び一次エネルギー消費量等級の等級４又は

等級５に適合している場合に限る。ただし、法の

施行の際現に存する建築物の住宅部分については、

一次エネルギー消費量等級の等級３、等級４又は

等級５に適合している場合に限る。）」を削る。 

別記第１号の３様式から別記第３号様式までを

次のように改める。 
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別記第１号の３様式（第５条関係） 
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別記第１号の４様式（第５条関係） 
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別記第２号様式（第５条関係） 
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別記第２号の２様式（第５条関係） 
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別記第３号様式（第６条関係） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正前の江東区建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する法律施行細則

（以下「改正前の規則」という。）別記第１号の 

３様式から別記第３号様式までの規定は、建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施

行規則の一部を改正する省令（令和４年国土交

通省令第６７号）附則第２項から第４項までの

規定によりなお従前の例によることとされる認

定の申請（変更の認定の申請を含む。）について

は、なおその効力を有する。 
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３ この規則の施行の際、改正前の規則の別記様

式による用紙で、現に残存するものは、所要の

修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区老朽空家等対策審議会条例施行規則を公

布する。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１６号 

江東区老朽空家等対策審議会条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、江東区老朽空家等対策審議

会条例（令和５年３月江東区条例第１８号。以

下「条例」という。）第１１条の規定に基づき、

江東区老朽空家等対策審議会（以下「審議会」

という。）の運営に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（専門部会） 

第２条 条例第９条に規定する専門部会の部会長

は、必要に応じて専門部会を招集し、会務を総

理する。 

２ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けた

ときは、部会長があらかじめ指名する委員がそ

の職務を代理する。 

３ 専門部会は、必要があると認めるときは、委

員以外の者の出席を求め、又は他の方法で意見

を聴くことができる。 

（審議会の招集の特例） 

第３条 会長は、災害その他の理由により審議会

を招集することができない場合においては、審

議会を書面その他の方法により開催することが

できる。 

（委任） 

第４条 この規則の施行に関し必要な事項は、区

長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区営住宅条例施行規則の一部を改正する規

則を公布する。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１７号 

江東区営住宅条例施行規則の一部を改正す

る規則 

 江東区営住宅条例施行規則（平成１０年２月江

東区規則第１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１及び別表第２を次のように改める。 
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別表第１（第１３条関係） 

名称 専用面積 利便性係数 

扇橋一丁目アパ

ート 

浴槽Ⅰ 61.53㎡ 0.9402 

浴槽Ⅱ 61.53㎡ 0.9545 

塩浜住宅 １号棟 浴槽なし 42.36㎡ 0.9071 

浴槽Ⅰ 42.36㎡ 0.9405 

浴槽Ⅱ 42.36㎡ 0.9548 

２号棟 浴槽なし 51.04㎡ 0.9116 

浴槽Ⅰ 51.04㎡ 0.9452 

浴槽Ⅱ 51.04㎡ 0.9596 

猿江一丁目アパ

ート 
― ― ― 

北砂二丁目アパ

ート 

浴槽なし 51.22㎡ 0.8818 

浴槽Ⅰ 51.22㎡ 0.9143 

浴槽Ⅱ 51.22㎡ 0.9282 

大島五丁目住宅 ― ― ― 

東砂八丁目 

住宅 

浴槽なし 51.04㎡ 0.8805 

浴槽Ⅰ 51.04㎡ 0.9129 

浴槽Ⅱ 51.04㎡ 0.9268 

森下二丁目住宅 Ａタイプ 浴槽Ⅰ 47.41㎡ 0.9443 

浴槽Ⅱ 47.41㎡ 0.9587 

Ｂタイプ 浴槽Ⅰ 56.74㎡ 0.9443 

浴槽Ⅱ 56.74㎡ 0.9587 

Ｃタイプ 浴槽Ⅰ 48.05㎡ 0.9443 

浴槽Ⅱ 48.05㎡ 0.9587 

塩浜一丁目住宅 １２号棟 浴槽Ⅰ 48.07㎡ 0.9604 

浴槽Ⅱ 48.07㎡ 0.9750 

１４号棟 Ａタイプ 浴槽Ⅰ 61.53㎡ 0.9604 

浴槽Ⅱ 61.53㎡ 0.9750 

Ｂタイプ 浴槽Ⅱ 74.89㎡ 0.9750 

北砂七丁目住宅 １号棟 浴槽Ⅱ 63.11㎡ 0.9133 

２号棟 浴槽Ⅱ 57.39㎡ 0.9133 

３号棟 浴槽Ⅱ 53.91㎡ 0.9133 

４号棟 浴槽Ⅱ 63.11㎡ 0.9133 

東陽一丁目住宅 浴槽Ⅱ 61.50㎡ 0.9718 

東陽一丁目第二

住宅 

浴槽Ⅰ 62.20㎡ 0.9509 

浴槽Ⅱ 62.20㎡ 0.9654 

備考 

１ この表において浴槽Ⅰとは８００型の形式の浴槽をいい、浴槽Ⅱとは８００型以外の形式の浴槽

をいう。 
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２ 猿江一丁目アパート及び大島五丁目住宅は、建替事業中である。 
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別表第２（第１３条関係） 

収入区分等 
 
 
 

 
名称及び種別 

104,000
円 以下
の場合 

104,000
円 を 超
え123,0
0 0円以
下 の 場
合 

123,000
円 を 超
え139,0
0 0円以
下 の 場
合 

139,000
円 を 超
え158,0
0 0円以
下 の 場
合 

158,000
円 を 超
え186,0
0 0円以
下 の 場
合 

186,000
円 を 超
え214,0
0 0円以
下 の 場
合 

214,000
円 を 超
え259,0
0 0 円 以
下 の 場
合 

259,000
円 を 超
え る 場
合 

近 傍 同
種 の 住
宅 の 家
賃 

扇
橋
一
丁
目
ア
パ
ー
ト 

浴槽Ⅰ 34,80
0円 

40,200
円 

46,000
円 

51,900
円 

59,300
円 

68,400
円 

80,100
円 

92,300
円 

103,000
円 

浴槽Ⅱ 35,40
0円 

40,800
円 

46,700
円 

52,700
円 

60,200
円 

69,400
円 

81,300
円 

93,700
円 

103,000
円 

塩浜 
住宅 

１ 
号
棟 

浴 槽
なし 

22,10
0円 

25,500
円 

29,200
円 

32,900
円 

37,600
円 

43,400
円 

50,800
円 

58,600
円 

67,800
円 

浴 槽
Ⅰ 

22,90
0円 

26,400
円 

30,200
円 

34,100
円 

39,000
円 

45,000
円 

52,700
円 

60,700
円 

67,800
円 

浴 槽
Ⅱ 

23,30
0円 

26,800
円 

30,700
円 

34,600
円 

39,600
円 

45,700
円 

53,500
円 

61,700
円 

67,800
円 

２
号
棟 

浴 槽
なし 

26,80
0円 

30,900
円 

35,400
円 

39,900
円 

45,600
円 

52,600
円 

61,600
円 

71,000
円 

81,800
円 

浴 槽
Ⅰ 

27,80
0円 

32,100
円 

36,700
円 

41,400
円 

47,300
円 

54,500
円 

63,800
円 

73,600
円 

81,800
円 

浴 槽
Ⅱ 

28,20
0円 

32,500
円 

37,200
円 

42,000
円 

48,000
円 

55,400
円 

64,800
円 

74,700
円 

81,800
円 

猿
江
一
丁
目
ア
パ
ー
ト 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

北
砂
二
丁
目
ア
パ
ー
ト 

浴槽な
し 

26,30
0円 

30,300
円 

34,700
円 

39,100
円 

44,700
円 

51,600
円 

59,800
円 

59,800
円 

59,800
円 

浴槽Ⅰ 27,20
0円 

31,400
円 

36,000
円 

40,600
円 

46,400
円 

53,500
円 

59,800
円 

59,800
円 

59,800
円 

浴槽Ⅱ 27,70
0円 

31,900
円 

36,500
円 

41,200
円 

47,100
円 

54,300
円 

59,800
円 

59,800
円 

59,800
円 
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大
島
五
丁
目
住
宅 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

東
砂
八
丁
目
住
宅 

浴槽な
し 

26,10
0円 

30,200
円 

34,500
円 

38,900
円 

44,500
円 

51,300
円 

60,100
円 

69,300
円 

74,300
円 

浴槽Ⅰ 27,10
0円 

31,300
円 

35,800
円 

40,300
円 

46,100
円 

53,200
円 

62,300
円 

71,800
円 

74,300
円 

浴槽Ⅱ 27,50
0円 

31,700
円 

36,300
円 

41,000
円 

46,800
円 

54,000
円 

63,200
円 

72,900
円 

74,300
円 

森
下
二
丁
目
住
宅 
 

Ａ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅰ 

27,20
0円 

31,400
円 

35,900
円 

40,500
円 

46,300
円 

53,400
円 

62,600
円 

72,200
円 

86,400
円 

浴 槽
Ⅱ 

27,60
0円 

31,900
円 

36,500
円 

41,100
円 

47,000
円 

54,300
円 

63,500
円 

73,300
円 

86,400
円 

 Ｂ
タ 
イ
プ 

浴 槽
Ⅰ 

32,60
0円 

37,600
円 

43,000
円 

48,500
円 

55,400
円 

63,900
円 

74,800
円 

86,300
円 

103,500
円 

 浴 槽
Ⅱ 

33,10
0円 

38,200
円 

43,600
円 

49,200
円 

56,300
円 

64,900
円 

76,000
円 

87,600
円 

103,500 
円 

Ｃ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅰ 

28,10
0円 

32,400
円 

37,100
円 

41,800
円 

47,800
円 

55,200
円 

64,600
円 

74,500
円 

93,000
円 

浴 槽
Ⅱ 

28,50
0円 

32,900
円 

37,600
円 

42,500
円 

48,500
円 

56,000
円 

65,500
円 

75,600
円 

93,000
円 

塩
浜
一
丁
目
住
宅 

１
２
号
棟 

浴 槽
Ⅰ 

28,20
0円 

32,500
円 

37,200
円 

41,900
円 

47,900
円 

55,300
円 

64,700
円 

74,700
円 

97,500
円 

浴 槽
Ⅱ 

28,60
0円 

33,000
円 

37,800
円 

42,600
円 

48,700
円 

56,200
円 

65,700
円 

75,800
円 

97,500
円 

１
４
号
棟 

Ａ
タ
イ
プ 

浴
槽
Ⅰ 

36,10
0円 

41,700
円 

47,700
円 

53,800
円 

61,400
円 

70,900
円 

83,000
円 

95,700
円 

122,700
円 

浴
槽
Ⅱ 

36,60
0円 

42,300
円 

48,400
円 

54,600
円 

62,400
円 

72,000
円 

84,200
円 

97,100
円 

122,700
円 

Ｂ
タ
イ
プ 

浴
槽
Ⅱ 

44,60
0円 

51,500
円 

58,900
円 

66,400
円 

75,900
円 

87,500
円 

102,500
円 

118,200
円 

149,300
円 

北
砂
七

１
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

35,90
0円 

41,400
円 

47,400
円 

53,400
円 

61,100
円 

70,500
円 

82,500
円 

95,100
円 

107,300
円 
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丁
目
住
宅 

２
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

32,60
0円 

37,600
円 

43,000
円 

48,500
円 

55,500
円 

64,000
円 

74,900
円 

86,400
円 

97,500
円 

３
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

30,80
0円 

35,500
円 

40,700
円 

45,900
円 

52,400
円 

60,500
円 

70,800
円 

81,600
円 

93,700
円 

４
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

35,90
0円 

41,400
円 

47,400
円 

53,400
円 

61,100
円 

70,500
円 

82,500
円 

95,100
円 

107,300
円 

東
陽
一
丁
目
住
宅 

浴槽Ⅱ 37,40
0円 

43,200
円 

49,400
円 

55,700
円 

63,600
円 

73,400
円 

85,900
円 

99,100
円 

133,400
円 

東
陽
一
丁 
目
第
二
住
宅 

浴槽Ⅰ 36,30
0円 

41,900
円 

48,000
円 

54,100
円 

61,800
円 

71,300
円 

83,500
円 

96,300
円 

118,900
円 

浴槽Ⅱ 36,90
0円 

42,600
円 

48,700
円 

54,900
円 

62,700
円 

72,400
円 

84,800
円 

97,700
円 

118,900
円 

備考  

 １ この表において浴槽Ⅰとは８００型の形式の浴槽をいい、浴槽Ⅱとは８００型以外の形式の浴槽

をいう。 

２ 猿江一丁目アパート及び大島五丁目住宅は、建替事業中である。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区高齢者住宅条例施行規則の一部を改正す

る規を公布する。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１８号 

江東区高齢者住宅条例施行規則の一部を改

正する規則 

 江東区高齢者住宅条例施行規則（平成１０年２

月江東区規則第２号）の一部を次のように改正す

る。 

別表第１ピアすみよしの項中「１．０１００」

を「１．００５９」に改め、同表ピアこうとうの

項中「０．９８１３」を「０．９７７３」に改め、

同表ピアおおじまの項中「０．９４９８」を「０．

９４５９」に改める。 

別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第１３条関係）

収入区分等 
 
 
 
 
名称及び種別 

104,000
円 以 下
の場合 

104,000
円 を 超
え123,0
0 0円以
下 の 場
合 

123,000
円 を 超
え139,0
0 0円以
下 の 場
合 

139,000
円 を 超
え158,0
0 0円以
下 の 場
合 

158,000
円 を 超
え186,0
0 0円以
下 の 場
合 

186,000
円 を 超
え214,0
0 0円以
下 の 場
合 

214,000
円 を 超
え259,0
0 0 円 以
下 の 場
合 

259,000
円 を 超
え る 場
合 

近 傍 同
種 の 住
宅 の 家
賃 

ピ
ア
す
み
よ
し 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

19,000
円 

21,900
円 

25,000
円 

28,300
円 

32,300
円 

37,300
円 

43,600
円 

50,300
円 

76,400
円 

Ｂタ
イプ 

19,400
円 

22,400
円 

25,600
円 

28,900
円 

33,100
円 

38,100
円 

44,700
円 

51,500
円 

78,200
円 

ピ
ア
こ
う
と
う 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

17,900
円 

20,700
円 

23,600
円 

26,700
円 

30,500
円 

35,200
円 

41,200
円 

47,500
円 

63,600
円 

Ｂタ
イプ 

17,500
円 

20,200
円 

23,100
円 

26,100
円 

29,800
円 

34,400
円 

40,300
円 

46,500
円 

62,300
円 

Ｃタ
イプ 

17,000
円 

19,600
円 

22,400
円 

25,300
円 

28,900
円 

33,300
円 

39,000
円 

45,000
円 

60,300
円 

Ｄタ
イプ 

17,000
円 

19,600
円 

22,400
円 

25,300
円 

28,900
円 

33,300
円 

39,000
円 

45,000
円 

60,300
円 

Ｅタ
イプ 

30,800
円 

35,600
円 

40,700
円 

45,900
円 

52,400
円 

60,500
円 

70,800
円 

81,700
円 

110,500
円 

Ｆタ
イプ 

28,900
円 

33,300
円 

38,100
円 

43,000
円 

49,200
円 

56,700
円 

66,400
円 

76,600
円 

102,700
円 

ピ
ア
お
お
じ
ま 
 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

23,900
円 

27,500
円 

31,500
円 

35,500
円 

40,600
円 

46,900
円 

54,800
円 

63,300
円 

90,200
円 

Ｂタ
イプ 

30,500
円 

35,200
円 

40,300
円 

45,400
円 

51,900
円 

59,900
円 

70,100
円 

80,900
円 

115,200
円 

Ｃタ
イプ 

32,200
円 

37,200
円 

42,600
円 

48,000
円 

54,800
円 

63,300
円 

74,100
円 

85,400
円 

124,800
円 

Ｄタ
イプ 

32,200
円 

37,200
円 

42,600
円 

48,000
円 

54,800
円 

63,300
円 

74,100
円 

85,400
円 

125,400
円 

備考 この表において浴槽Ⅱとは、８００型以外の形式の浴槽をいう。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区清掃リサイクル条例施行規則の一部を改

正する規則を公布する。 

  令和５年３月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１９号 

江東区清掃リサイクル条例施行規則の一部

を改正する規則 

 江東区清掃リサイクル条例施行規則（平成１２

年３月江東区規則第４４号）の一部を次のように

改正する。 

第４０条の表を次のように改める。 
廃棄物処理手数料の

額 

有料粗大ごみ処理券の種別及び

枚数 

４００円 有料粗大ごみ処理券Ａ ２枚 

９００円 有料粗大ごみ処理券Ｂ ３枚 

１，３００円 有料粗大ごみ処理券Ａ ２枚 

有料粗大ごみ処理券Ｂ ３枚 

２，３００円 有料粗大ごみ処理券Ａ １枚 

有料粗大ごみ処理券Ｂ ７枚 

３，２００円 有料粗大ごみ処理券Ａ １枚 

有料粗大ごみ処理券Ｂ １０枚 
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第４２条の表を次のように改める。 
有料ごみ処理券の種別 廃棄物処理手数料 １組の

枚数 

有料ごみ処理券・特大 ３，０４５円 ５枚 

有料ごみ処理券・大 ３，９１０円 １０枚 

有料ごみ処理券・中 １，７４０円 １０枚 

有料ごみ処理券・小 ８７０円 １０枚 

別表第１を次のように改める。 

別表第１ 粗大ごみの廃棄物処理手数料（第３３

条関係） 
種目 番号 品目 単価 

電気・ガ

ス・石油

器具 

１ ミシン（卓上式のもの） ９００円 

２ ミシン（卓上式のものを

除く。） 

２，３００

円 

３ 冷水器 １，３００

円 

４ ガステーブル（ガスこん

ろ） 

４００円 

 ５ 電子レンジ ４００円 

６ ガスオーブン １，３００

円 

７ 食器洗い乾燥機 １，３００

円 

８ 湯沸器 ９００円 

９ ストーブ（ファンヒータ

ー） 

９００円 

１０ ストーブ（ファンヒータ

ーを除く。） 

４００円 

１１ 扇風機 ４００円 

１２ 除湿機 ４００円 

１３ 換気扇 ４００円 

１４ 冷風機 ９００円 

１５ 掃除機 ４００円 

１６ 照明器具 ４００円 

１７ ミニコンポーネントス

テレオセット（幅８０セ

ンチメートル未満のも

の） 

４００円 

１８ ステレオセット（ミニコ

ンポーネントステレオ

セットを除く。） 

２，３００

円 

１９ カラオケ演奏装置 ９００円 

２０ スピーカー（最大辺５０

センチメートル以下の

もの１個） 

４００円 

２１ スピーカー（最大辺５０

センチメートルを超え

るもの１個） 

９００円 

２２ オーディオ機器（単体の

もの。カラオケ演奏装置

及びスピーカーを除

く。） 

４００円 

２３ ビデオデッキ ４００円 

２４ こたつ（家具調こたつ以

外のもの。こたつ板を除

く。） 

４００円 

 ２５ 家具調こたつ（こたつ板

を除く。） 

９００円 

家具・寝

具等 

１ こたつ板 ４００円 

２ 箱物家具（幅と高さの合

計が１３５センチメー

トル以下のもの） 

４００円 

３ 箱物家具（幅と高さの合

計が１３５センチメー

トルを超え１８０セン

チメートル以下のもの） 

９００円 

４ 箱物家具（幅と高さの合

計が１８０センチメー

トルを超え２７０セン

チメートル以下のもの） 

１，３００

円 

５ 箱物家具（幅と高さの合

計が２７０センチメー

トルを超え３６０セン

チメートル以下のもの） 

２，３００

円 

６ 箱物家具（幅と高さの合

計が３６０センチメー

トルを超えるもの） 

３，２００

円 

７ テーブル・座卓（最大辺

が１００センチメート

ル以下のもの） 

４００円 

８ テーブル・座卓（最大辺

が１００センチメート

ルを超え１５０センチ

メートル以下のもの） 

９００円 

９ テーブル・座卓（最大辺

が１５０センチメート

ルを超えるもの） 

１，３００

円 

１０ ソファー（１人用のも

の） 

９００円 

１１ ソファー（２人以上用の

もの） 

２，３００

円 

１２ 椅子（ソファーを除く。） ４００円 

１３ 鏡台（高さが４０センチ

メートル以下のもの） 

４００円 

１４ 鏡台（高さが４０センチ 

メートルを超え７０セ

ンチメートル以下のも

の） 

９００円 

   

１５ 鏡台（高さが７０センチ

メートルを超えるもの） 

１，３００

円 

１６ 両袖机 ３，２００

円 

１７ 机（両袖机を除く。） １，３００

円 

１８ 敷物（１畳以下のもの） ４００円 
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１９ 敷物（１畳を超えるも

の） 

９００円 

２０ ウッドカーペット（６畳

未満のもの） 

９００円 

２１ ウッドカーペット（６畳

以上のもの） 

１，３００

円 

２２ アコーディオンカーテ

ン 

９００円 

２３ ブラインド ４００円 

２４ ベッドマット（ダブルサ

イズ以下のもの） 

１，３００

円 

２５ ベッドマット（クイーン

サイズ以上のもの） 

２，３００

円 

２６ ベッド（ダブルサイズ以

下のもの。ベッドマット

を除く。） 

１，３００

円 

２７ ベッド（クイーンサイズ

以上のもの。ベッドマッ

トを除く。） 

２，３００

円 

２８ 布団 ４００円 

オ フ ィ

ス オ ー

ト メ ー

シ ョ ン

機器 

１ ワードプロセッサー ４００円 

２ プリンター（高さが２０

センチメートル以下の

もの） 

４００円 

３ プリンター（高さが２０

センチメートルを超え

３０センチメートル以

下のもの） 

９００円 

 ４ プリンター（高さが３０

センチメートルを超え

るもの） 

１，３００

円 

５ オフィスオートメーシ

ョン機器（ワードプロセ

ッサー及びプリンター

を除く。） 

１，３００

円 

趣 味 用

品 

１ オルガン ２，３００

円 

２ スキー板 ４００円 

３ ゴルフ用具 ４００円 

４ サーフボード ４００円 

５ サイクリングマシン（自

転車を除く。） 

１，３００

円 

６ ローイングマシン ９００円 

７ ランニングマシン ２，３００

円 

８ ぶら下がり健康器 ９００円 

９ マッサージチェア １，３００

円 

その他 １ スーツケース ４００円 

２ 編み機 ９００円 

３ 浴槽 １，３００

円 

４ 風呂釜 １，３００

円 

５ 洗面化粧台 １，３００

円 

６ 畳（軽量・ウレタン製の

もの） 

４００円 

７ 畳（半畳のもの。軽量・

ウレタン製のものを除

く。） 

９００円 

８ 畳（１畳のもの。軽量・

ウレタン製のものを除

く。） 

１，３００

円 

９ 建具（アルミサッシ及び

ガラス戸） 

９００円 

１０ 建具（アルミサッシ及び

ガラス戸を除く。） 

４００円 

 １１ 物干し台（１個） ９００円 

１２ 水槽（最大辺が５０セン

チメートル以下のもの） 

４００円 

１３ 水槽（最大辺が５０セン

チメートルを超えるも

の） 

９００円 

１４ 衣装箱 ４００円 

１５ 自転車（１６インチ未満

のもの） 

４００円 

１６ 自転車（１６インチ以上

のもの） 

９００円 

１７ 脚立 ４００円 

１８ ぶらんこ ９００円 

１９ 滑り台 ９００円 

２０ こども用遊具（ぶらんこ

及び滑り台を除く。） 

４００円 

２１ ベビーベッド ９００円 

２２ 乳児用具（ベビーベッド

を除く。） 

４００円 

２３ その他のもの（１０キロ

グラム以下のもの） 

４００円 

２４ その他のもの（１０キロ

グラムを超え２０キロ

グラム以下のもの） 

９００円 

２５ その他のもの（２０キロ

グラムを超え３０キロ

グラム以下のもの） 

１，３００

円 

２６ その他のもの（３０キロ

グラムを超え５０キロ

グラム以下のもの） 

２，３００

円 

２７ その他のもの（５０キロ

グラムを超えるもの） 

３，２００

円 

備考 

１ 粗大ごみの廃棄物処理手数料の額は、品

目の欄に掲げる品目の数量に当該品目に係

る単価の欄に掲げる額を乗じて得た額とす

る。 



（号外第 216号）            江 東 区 公 報     令和 5 年 4月 28日（金曜日） 

 

124 

 

 

２ 品目の欄に掲げる品目以外の品目は、大

きさ、重さ及び用途が最も近い品目と同一

とみなし、当該品目の単価は、同一とみな

した品目の単価の欄に掲げる額とする。た

だし、これにより難い場合の当該品目の額

は、その重さの区分に応じ、その他の部２

３の項から２７の項までに定める額とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年１０月１日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区清掃リサイク

ル条例施行規則別表第 1 の規定は、令和５年１

０月１日以後に処理の申込みのあった粗大ごみ

の排出について適用し、同日前に処理の申込み

のあった粗大ごみの排出については、なお従前

の例による。 

                    

江東区青少年問題協議会条例施行規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２０号 

江東区青少年問題協議会条例施行規則の一

部を改正する規則 

江東区青少年問題協議会条例施行規則（昭和４

９年３月江東区規則第９号）の一部を次のように

改正する。 

第６条第２項中第１５号を第１７号とし、第１

１号から第１４号までを２号ずつ繰り下げ、同項

第１０号中「土木部交通対策課長」を「土木部地

域交通課長」に改め、同号を同項第１２号とし、

同項中第９号を第１１号とし、第８号の次に次の

２号を加える。 

 (9) こども未来部養育支援課長 

 (10) こども未来部児童相談所開設準備担当課長 

 第６条第３項第９号中「こども未来部こども家

庭支援課養育支援係長」を「こども未来部養育支

援課養育支援係長」に改める。 

附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

新型コロナウイルス感染症に伴う江東区介護保

険の第１号保険料減免の特例に関する規則の一部

を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２１号 

新型コロナウイルス感染症に伴う江東区介

護保険の第１号保険料減免の特例に関する

規則の一部を改正する規則 

 新型コロナウイルス感染症に伴う江東区介護保

険の第１号保険料減免の特例に関する規則（令和

２年６月江東区規則第５２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条に次の１項を加える。 

２ 前項各号に掲げる要件に該当する者に関し、

減免対象期間（法第２００条の２の規定による

賦課決定の期間制限内に限る。）中に既に徴収し

た保険料がある場合について、徴収前に特例減

免の申請ができなかったやむを得ない理由があ

ると区長が認める場合には、遡って特例減免を

行うことができるものとする。 

 第３条を次のように改める。 

（対象となる保険料） 

第３条 特例減免の対象となる保険料は、令和４

年度相当分の保険料であって、令和４年度末に

資格を取得した等の事由により、令和５年４月

１日以後に普通徴収に係る保険料の納期限が到

来するものとする。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区災害対策本部条例施行規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２２号 

江東区災害対策本部条例施行規則の一部を

改正する規則 

江東区災害対策本部条例施行規則（昭和４０年

７月江東区規則第２９号）の一部を次のように改

正する。 

別表福祉部の項中 

「班長 福祉課長」 

を 

「班長 福祉課長 

 補佐 地域福祉推進担当課長」 

に改め、同表健康部の項中 

「補佐 健康部次長     」 

を 

「補佐 健康部次長 

 補佐 新型コロナウイルスワクチン接種推進室

長」 

に、 
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「補佐 歯科保健・医療連携担当課長」 

を 

「補佐 歯科保健・医療連携担当課長 

 補佐 ワクチン接種管理担当課長 

 補佐 ワクチン接種推進担当課長 」 

に改め、同表こども未来部の項中 

「班長 こども家庭支援課長 

補佐 児童相談・養育支援担当課長」 

を 

「班長 こども家庭支援課長 

補佐 養育支援課長 

 補佐 児童相談所開設準備担当課長」 

に、 

「班長 保育課長 

補佐 保育待機児対策担当課長」 

を 

「班長 保育課長       」 

に改め、同表都市整備部の項中 

「補佐 地下鉄８号線事業推進課長」 

を 

「補佐 地下鉄８号線事業推進課長 

補佐 沿線まちづくり担当課長 

補佐 都市交通輸送計画担当課長」 

に、「地域整備課長」を「安全都市づくり課長」に

改め、同表土木部の項中「交通対策課長」を「地

域交通課長」に改める。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区組織規則の一部を改正する規則則を公布

する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２３号 

江東区組織規則の一部を改正する規則 

則 

 江東区組織規則（昭和４８年５月江東区規則第

１９号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項の表総務部の部営繕課の項中 

「営繕設備係  」 

を 

「営繕設備第一係 

営繕設備第二係」 

に改め、同表地域振興部の部地域振興課の項中 

「統計調査係」 

を 

「統計調査係 

交流推進係」 

に改め、同表障害福祉部の部障害者施策課の項中 

「施設管理係」 

を 

「施設管理係 

指導検査係」 

に改め、同表こども未来部の部こども家庭支援課

の項中「養育支援係」を削り、同項の次に次のよ

うに加える。 

養育支援課 

庶務係 

養育支援係 

第７条第１項の表都市整備部の部建築課の項中

「監察係」を削り、同部建築調整課の項中 

「建築防災係 

建築紛争調整係」 

を 

「建築調整係 

建築紛争係  」 

に改め、同部地域整備課の項を次のように改める。 

安全都市づくり課 

安全都市づくり係 

不燃化推進係 

第７条第１項の表土木部の部交通対策課の項中

「交通対策課」を「地域交通課」に改め、同条第

８項中「及び亀戸―新木場間のＬＲＴ等軌道系交

通機関の新設」を削る。 

第１０条の表営繕課の項中「営繕設備係」を「営

繕設備第一係」に改め、同項に次のように加える。 

営繕設備第二係 

１ 行政機関施設（区立学校等及び校外施設

を除く。）の設備の設計、工事及び営繕に関

すること。 

第１１条の表地域振興課の項を次のように改め

る。 

地域振興課 

地域振興係 

１ 部の庶務に関すること。 

２ 区民の地域社会活動の振興及び連絡調整

に関すること。 

３ 地縁による団体の認可等に関すること。 

４ 町会・自治会会館建築資金の助成に関す

ること。 

５ 地区集会所に関すること。 

６ 広報板に関すること。 

７ 区民保養施設に関すること。 

８ 区民交通傷害保険に関すること。 

９ 区民協働施策の推進に関すること。 

１０ 自衛官の募集に関すること。 
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１１ 部内他の課、係に属しないこと。 

統計調査係 

１ 統計調査に関すること。 

交流推進係 

１ 区民の国内外交流に関すること。 

２ 区民行事の企画、立案及び推進に関する

こと。 

３ 多文化共生・国際化に関すること。 

第１４条の表障害者施策課の項中 

「８ 障害者（児）施設等の事業者に対する指導

検査に関すること。 

９ 部内他の課、係に属しないこと。    」 

を 

「８ 部内他の課、係に属しないこと。    」 

に改め、同項に次のように加える。 

指導検査係 

１ 障害者（児）施設等の事業者に対する指

導検査に関すること。 

２ 特定（障害児）相談支援事業者の指定等

に関すること。 

第１７条の表こども家庭支援課の部こども家庭

係の項中 

「２ 子ども家庭支援センターに関すること。 

３ 児童館に関すること。        」 

を 

「２ 児童館に関すること。        」 

に改め、同部養育支援係の項を削り、同部の次に

次のように加える。 

養育支援課 

庶務係 

１ 課の庶務に関すること。 

２ 児童相談体制の整備に関すること。 

３ 課内他の係に属しないこと。 

養育支援係 

１ 子ども家庭支援センターに関すること。 

２ 要支援家庭に関すること。 

３ 要保護児童対策地域協議会に関すること。 

第１９条の表都市計画課の項を次のように改め

る。 

都市計画課 

１ 部の庶務に関すること。 

２ 都市計画審議会及び都市景観審議会の運営

に関すること。 

３ 土地取引の適正化事務に関すること。 

４ 都市計画マスタープランに関すること。 

５ 都市づくりの調整及び都市計画決定手続に

関すること。 

６ 土地利用計画（用途地域等）に関すること。 

７ 開発行為に関すること。 

８ 都市景観形成促進に関すること。 

９ ユニバーサルデザインの推進に関すること。 

１０ 部内他の課、係に属しないこと。 

第１９条の表まちづくり推進課の項中「やさし

いまちづくり推進事業」を「市街地再開発事業」

に改める。 

第１９条の表住宅課の部住宅管理係の項を次の

ように改める。 

住宅管理係 

１ 区営住宅の維持管理及び募集に関するこ 

と。 

２ 高齢者住宅の維持管理及び募集に関する 

こと。 

３ 都営住宅募集事務に関すること。 

４ 区営住宅の確保に関すること。 

５ 課内他の係に属しないこと。 

第１９条の表建築課の部設備係の項中「２ 建

築設備及び昇降機・遊戯施設」を「２ 建築設備、

昇降機・遊戯施設、特定建築物及び防火設備」に

改め、同部監察係の項を削る。 

第１９条の表建築調整課の項及び地域整備課の

項を次のように改める。 

建築調整課 

建築調整係 

１ 建築審査会に関すること。 

２ 建築協定に関すること。 

３ 建築許可に係る公聴会に関すること。 

４ 建築物の防災指導に関すること。 

５ 違反建築物に関すること。 

６ 都市計画法に基づく監督処分及び立入検

査に関すること。 

７ 東京都駐車場条例に基づく監督処分及び

立入検査に関すること。 

８ 老朽建築物及び工作物の調査及び指導に

関すること。 

９ 老朽空家等対策審議会に関すること。 

１０ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等

に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

及び自動車の保管場所の確保等に関する法

律（昭和３７年法律第１４５号）に基づく

意見書に関すること。 

１１ 課内他の係に属しないこと。 

建築紛争係 

１ 建築紛争に関すること。 

２ 江東区中高層建築物の建築に係る紛争の

予防と調整に関する条例（昭和５３年江東

区条例第３３号）に基づく事務に関するこ
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と。 

３ 建築物の解体工事の事前周知に関するこ

と。 

安全都市づくり課 

安全都市づくり係 

１ 江東区耐震改修促進事業に関すること。 

２ 課内他の係に属しないこと。 

不燃化推進係 

１ 不燃化推進事業に関すること。 

２ 細街路拡幅整備事業に関すること。 

第１９条の表地下鉄８号線事業推進課の項中 

「２ 亀戸―新木場間のＬＲＴ等軌道系交通機関

の新設に関すること。 

３ 地下鉄８号線事業推進室の庶務に関するこ

と。                  」 

を 

「２ 地下鉄８号線事業推進室の庶務に関するこ

と。                  」 

に改める。 

第２０条の表交通対策課の部中「交通対策課」

を「地域交通課」に改め、同部交通係の項を次の

ように改める。 

交通係 

１ 課の庶務に関すること。 

２ 交通安全対策に関すること。 

３ 自動車駐車場に関すること。 

４ 公共交通（鉄道及び軌道の新設並びに総

合的な都市交通政策の企画及び調整に関す

ることを除く。）に関すること。 

５ 課内他の係に属しないこと。 

別表(9)の項中 

「江東区 古石場福祉会館 江東区古石場一丁目

１１番１１号 

同   塩浜福祉会館  同  塩浜二丁目５

番２０号  」 

を 

「江東区 塩浜福祉会館  江東区塩浜二丁目５

番２０号  」 

に改め、同表(11)の項中「同   古石場児童館 

同  古石場一丁目１１番１１号」を削る。 

附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区公印規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２４号 

江東区公印規則の一部を改正する規則 

 江東区公印規則（昭和４０年３月江東区規則第

２３号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中 
「  ２

７ 

同 同 児童手当法、

児童扶養手

当法、江東区

児童育成手

当条例等に

基づく証明、

認定等に関

する事務及

び養育支援

に関する事

務 

こ ど

も 家

庭 支

援 課

長 

 

  ２

８ 

同 方

９

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

児童扶養手

当証書、ひと

り親家庭等

医療証、乳幼

児医療証及

び子ども医

療証の記載

事項変更 

同 

 

  ２

９ 

同 方

２

１

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

建築基準法、

都市計画法

及び租税特

別措置法に

基づく許可、

認定、証明等 

建 築

課 長 

」 

を 

「  ２

７ 

同 同 児童手当法、

児童扶養手

当法、江東区

児童育成手

当条例等に

基づく証明、

認定等に関

する事務 

こ ど

も 家

庭 支

援 課

長 

 

  ２

８ 

同 方

９

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

児童扶養手

当証書、ひと

り親家庭等

医療証、乳幼

児医療証及

び子ども医

療証の記載

事項変更 

同 

 



（号外第 216号）            江 東 区 公 報     令和 5 年 4月 28日（金曜日） 

 

128 

 

 

  ２

８

の

２ 

同 方

２

１

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

児童福祉法

に基づく養

育支援訪問

事業等に関

する事務 

養 育

支 援

課長 

 

  ２

９ 

同 同 建築基準法、

都市計画法

及び租税特

別措置法に

基づく許可、

認定、証明等 

建 築

課長 

」 

に、 
「  ４

９ 

同 同 児童手当法、

児童扶養手

当法、江東区

児童育成手

当条例等に

基づく証明、

認定等に関

する事務及

び養育支援

に関する事

務 

こ ど

も 家

庭 支

援 課

長 

 

  ４

９

の

２ 

同 方

９

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

児童扶養手

当証書、ひと

り親家庭等

医療証、乳幼

児医療証及

び子ども医

療証の記載

事項変更 

同 

 

  ５

０ 

同 方

２

１

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

清掃事業に

おける収集、

運搬等に関

する事務 

清 掃

事 務

所長 

」 

を 

「  ４

９ 

同 同 児童手当法、

児童扶養手

当法、江東区

児童育成手

当条例等に

基づく証明、

認定等に関

する事務 

こ ど

も 家

庭 支

援 課

長 

 

  ４

９

の

２ 

同 方

９

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

児童扶養手

当証書、ひと

り親家庭等

医療証、乳幼

児医療証及

び子ども医

療証の記載

事項変更 

同 

 

  ４

９

の

３ 

同 方

２

１

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

児童福祉法

に基づく養

育支援訪問

事業等に関

する事務 

養 育

支 援

課長 

 

  ５

０ 

同 同 清掃事業に

おける収集、

運搬等に関

する事務 

清 掃

事 務

所長 

」 

に改め、同表金銭出納員印の部８５の項中「２３

ミリメートル」を「２４ミリメートル」に改める。 

別表第２中 
「 ２８  

 
長

之

印 

 

江

東

区 

 

 

 

 

 

 

」 

を 
「 ２８  ２８の２  

 

 

 

 

 

 

」 

 
長

之

印 

 

江

東

区 

 

 

 
 

専

用 

江

東

区

長

印 

養

育

支

援

課 

こ

ど

も

未

来

部 

に、 
「 ４９の２  
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代

理

印 

 

江

東

区

長 

 

 

 

 

 

 

」 

を 
「 ４９の２  ４９の３  

 
代

理

印 

 

江

東

区

長 

 

 

 

 

専

用 

代

理

印 

江

東

区

長 

養

育

支

援

課 

こ

ど

も

未

来

部 

 

 

 

 

 

 

」 

に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の結核休養に関する条例施行規則の

一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２５号 

江東区職員の結核休養に関する条例施行規

則の一部を改正する規則 

江東区職員の結核休養に関する条例施行規則

（昭和３０年４月江東区規則第４号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「職員の結核休養に関する条例」を「江

東区職員の結核休養に関する条例」に改める。 

第７条第１項各号列記以外の部分中「次の定に

よるものとする」を「次に定めるところによる」

に改め、同項第４号中「第２８条の４第１項、第

２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しく

は第２項の規定により」を「第２２条の４第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員として」

に改め、同号後段を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正

する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条

第１項若しくは第２項、第５条第１項若しくは

第３項、第６条第１項若しくは第２項又は第７

条第１項若しくは第３項の規定により採用され

た職員をいう。）は、この規則による改正後の江

東区職員の結核休養に関する条例施行規則第７

条第１項第４号に規定する短時間勤務の職を占

める職員とみなして、同規則の規定を適用する。 

                    

江東区職員の育児休業等に関する条例施行規則

の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２６号 

江東区職員の育児休業等に関する条例施行

規則の一部を改正する規則 

 江東区職員の育児休業等に関する条例施行規則

（平成４年３月江東区規則第１１号）の一部を次

のように改正する。 

 第１条の２（見出しを含む。）中「第２条第３号

ア(ｲ)」を「第２条第４号ア(ｲ)」に改める。 

 第１条の４第１号中「第２条第３号イ(ｱ)」を「第

２条第４号イ(ｱ)」に改める。 

 第１条の５中「第２条第３号イ(ｱ)」を「第２条

第４号イ(ｱ)」に、「第２条第３号ア(ｱ)」を「第２

条第４号ア(ｱ)」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２７号 

江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例施行規則の一部を改正する規則 

江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例施行規則（平成１０年３月江東区規則第３２

号）の一部を次のように改正する。 

第１１条第２項中「第２８条の５第１項又は第

２８条の６第２項」を「第２２条の４第１項」に、

「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改め、同項ただし書中「すべて」

を「全て」に改め、同条第３項中「再任用短時間

勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改める。 

第１３条の５の見出し中「再任用職員等」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第１項

中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改め、同条第２項中「再任用職

員（地方公務員法第２８条の４第１項又は第２８

条の６第１項の規定により再任用職員となった職

員をいう。以下同じ。）及び再任用短時間勤務職員
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（以下「再任用職員等」という。）」を「定年前再

任用短時間勤務職員」に改め、同項後段を削り、

同条第３項中「再任用職員等」を「定年前再任用

短時間勤務職員」に改め、同条第４項中「職員の

その年度の年次有給休暇の日数は、再任用職員に

あっては別表第１に、再任用短時間勤務職員にあ

っては別表」を「定年前再任用短時間勤務職員の

その年度の年次有給休暇の日数は、別表」に改め、

同条第６項中「再任用職員等」を「定年前再任用

短時間勤務職員」に改める。 

第２８条（見出しを含む。）中「再任用職員等」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条

後段を削る。 

別表第２備考中「再任用職員等」を「定年前再

任用短時間勤務職員」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用常時勤務職員（地方公務員法の一

部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以

下「令和３年地方公務員法改正法」という。）附

則第４条第１項若しくは第２項又は第５条第１

項若しくは第３項の規定により採用された職員

をいう。）は、この規則による改正後の江東区職

員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行

規則第１１条第２項に規定する定年前再任用短

時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務

職員」という。）とみなして、同規則の規定を適

用する。この場合において、同規則第１３条の

５第２項中「取り扱う」とあるのは「取り扱う。

江東区職員の定年等に関する条例の一部を改正

する条例（令和４年９月江東区条例第２４号）

附則第５条第６項の規定による任期の更新（以

下「任期の更新」という。）をしたときも、同様

とする」と、同規則第１３条の５第４項中「別

表第２の２」とあるのは「別表第１」と、同規 

則第２８条中「ものとする」とあるのは「もの

とする。任期の更新をしたときも、同様とする」

とする。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員（令和３年地方公

務員法改正法附則第６条第１項若しくは第２項

又は第７条第１項若しくは第３項の規定により

採用された職員をいう。）は、定年前再任用短時

間勤務職員とみなして、この規則による改正後

の江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る条例施行規則の規定を適用する。この場合に

おいて、同規則第１３条の５第２項中「取り扱

う」とあるのは「取り扱う。江東区職員の定年

等に関する条例の一部を改正する条例（令和４

年９月江東区条例第２４号）附則第５条第６項

の規定による任期の更新（以下「任期の更新」

という。）をしたときも、同様とする」と、同規

則第２８条中「ものとする」とあるのは「もの

とする。任期の更新をしたときも、同様とする」

とする。 

                    

江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布

する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２８号 

江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁

償に関する条例施行規則の一部を改正する

規則 

江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例施行規則（令和２年３月江東区規則第

４号）の一部を次のように改正する。 

第２０条第１項第２号中「基準日（３月 1 日、

６月１日及び１２月１日をいう。以下この条にお

いて同じ」を「条例第１６条第１項に規定する基

準日（以下「基準日」という」に改め、同項第６

号中「基準日が３月１日又は６月１日である場合

にあっては基準日以前３か月間、基準日が１２月

１日である場合にあっては」を削る。 

第２５条第１項中「（３月１日、６月１日及び１

２月１日をいう。以下この条において同じ。）」を

削る。 

第２６条第１項中第１号を削り、第２号を第１

号とし、第３号を第２号とする。 

別表保健・福祉業務手当の項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（令和５年６月に支給する期末手当に関する経過

措置） 

２ 令和５年６月に支給する期末手当に関するこ

の規則による改正後の江東区会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する条例施行規則（以

下「改正後の規則」という。）第２０条第１項第

６号の規定の適用については、同号中「６か月」

とあるのは、「３か月」とする。 

３ 令和５年６月に支給する期末手当に関する

改正後の規則第２２条の規定の適用について

は、江東区職員の期末手当に関する規則の一部
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を改正する規則（令和５年３月江東区規則第２

８号）による改正後の江東区職員の期末手当に

関する規則（昭和５０年３月江東区規則第２７

号）別表第１中「２３日」とあるのは「１２日」

と、「３３日」とあるのは「１７日」と、「４３

日」とあるのは「２２日」と、「５３日」とあ

るのは「２７日」と、「６３日」とあるのは「３

２日」と、「８３日」とあるのは「４２日」と、

「１０３日」とあるのは「５２日」とする。 

                    

江東区職員の給与に関する条例施行規則の一部

を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２９号 

江東区職員の給与に関する条例施行規則の

一部を改正する規則 

江東区職員の給与に関する条例施行規則（昭和

３７年１２月江東区規則第１１号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条の３中「第７条の３」を「第７条第８項」

に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の勤務１時間当たりの給与額の算出

基礎に関する規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第３０号 

江東区職員の勤務１時間当たりの給与額の

算出基礎に関する規則の一部を改正する規

則 

江東区職員の勤務１時間当たりの給与額の算出

基礎に関する規則（平成６年９月江東区規則第４

１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号中「以下「育児短時間勤務職員等」

という。」を削り、「除して得た」の次に「数を乗

じて得た」を加え、「第２８条の５第１項又は第２

８条の６第２項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員」を「第２２条の４第１項又は第２２条の

５第１項の規定により採用された職員」に改める。 

別表保健・福祉業務手当の項を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号）附則第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定

により採用された職員は、同法による改正後の

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第

２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の

規定により採用された職員とみなして、この規

則による改正後の江東区職員の勤務１時間当

たりの給与額の算出基礎に関する規則第２条

第３号の規定を適用する。 

                    

江東区職員の管理職手当に関する規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第３１号 

江東区職員の管理職手当に関する規則の一

部を改正する規則 

江東区職員の管理職手当に関する規則（平成１

９年３月江東区規則第２３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第１項に後段として次のように加える。 

この場合において、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の４第１項又は第

２２条の５第１項の規定により採用された職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

の管理職手当の額は、同表に定める管理職手当

の額に、江東区職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（平成１０年３月江東区条例第８

号。以下「勤務時間条例」という。）第２条第３

項の規定により定められたその者の勤務時間を

同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数

を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額）とする。 

第２条第２項中「江東区職員の勤務時間、休日、 

休暇等に関する条例（平成１０年３月江東区条例

第８号。以下「勤務時間条例」という。)」を「勤

務時間条例」に改め、同条第３項を削る。 

附則第２項を次のように改める。 

（経過措置） 

２ 当分の間、条例附則第１０項の規定の適用を

受ける職員の管理職手当の額は、別表に定める

額に１００分の７０を乗じて得た額（その額に、

５０円未満の端数があるときはこれを切り捨て、

５０円以上１００円未満の端数があるときはこ

れを１００円に切り上げるものとする。）とする。 

附則に次の１項を加える。 
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３ 当分の間、前項の規定の適用を受ける職員に

対する第２条第２項の規定の適用については、

同項中「同項」とあるのは、「附則第２項」とす

る。 

別表中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同表備考を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号。以下「令和３年改正法」とい

う。）附則第４条第１項若しくは第２項又は第５

条第１項若しくは第３項の規定により採用され

た職員の管理職手当の額は、その者が令和３年

改正法による改正後の地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の４第１項又は第

２２条の５第１項の規定により採用された職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

であるものとした場合に適用されるこの規則に

よる改正後の江東区職員の管理職手当に関する

規則（以下「改正後の規則」という。）別表に定

める額とする。 

３ 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員は、定年前再任用短時間勤

務職員とみなして、改正後の規則第２条第１項

及び別表の規定を適用する。 

                    

江東区職員の単身赴任手当に関する規則の一部

を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第３２号 

江東区職員の単身赴任手当に関する規則の

一部を改正する規則 

江東区職員の単身赴任手当に関する規則（平成

２年８月江東区規則第３５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第５条第１号イ中「第２８条の４第１項、第２

８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは

第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の

５第１項」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第

２項、第５条第１項若しくは第３項、第６条第

１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは

第３項の規定により採用された職員は、同法に

よる改正後の地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２２条の４第１項又は第２２条の

５第１項の規定により採用された職員とみなし

て、この規則による改正後の江東区職員の単身

赴任手当に関する規則第５条第１号イの規定を

適用する。 

                    

江東区職員の特殊勤務手当に関する条例施行規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第３３号 

江東区職員の特殊勤務手当に関する条例施

行規則の一部を改正する規則 

 江東区職員の特殊勤務手当に関する条例施行規

則（昭和５０年３月江東区規則第２８号）の一部

を次のように改正する。 

 別表４の項中「第１２条第２項」を「第１２条

第３項」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の管理職員特別勤務手当に関する規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第３４号 

江東区職員の管理職員特別勤務手当に関す

る規則の一部を改正する規則 

江東区職員の管理職員特別勤務手当に関する規

則（平成４年３月江東区規則第１３号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第１項各号を次のように改める。 

(1) 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項

の規定により採用された職員（以下「定年前

再任用短時間勤務職員」という。）以外の職員

次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

ア 行政職給料表（一）の適用を受ける職員

でその属する職務の級が６級であるもの及

び医療職給料表（一）の適用を受ける職員

でその属する職務の級が３級であるもの 

１万２，０００円 



令和 5年 4月 28日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 216 号） 

 

133 

 

 

イ 行政職給料表（一）、医療職給料表（二）

又は医療職給料表（三）の適用を受ける職

員でその属する職務の級が５級であるもの

及び医療職給料表（一）の適用を受ける職

員でその属する職務の級が２級であるもの 

１万円 

(2) 定年前再任用短時間勤務職員 次に掲げる

職員の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア 行政職給料表（一）の適用を受ける職員

でその属する職務の級が６級であるもの及

び医療職給料表（一）の適用を受ける職員

でその属する職務の級が３級であるもの 

１万１，０００円 

イ 行政職給料表（一）、医療職給料表（二）

又は医療職給料表（三）の適用を受ける職

員でその属する職務の級が５級であるもの

及び医療職給料表（一）の適用を受ける職

員でその属する職務の級が２級であるもの 

９，０００円 

第３条第１項各号を次のように改める。 

(1) 定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 

次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

ア 行政職給料表（一）の適用を受ける職員

でその属する職務の級が６級であるもの及

び医療職給料表（一）の適用を受ける職員

でその属する職務の級が３級であるもの 

６，０００円 

イ 行政職給料表（一）、医療職給料表（二）

又は医療職給料表（三）の適用を受ける職

員でその属する職務の級が５級であるもの

及び医療職給料表（一）の適用を受ける職

員でその属する職務の級が２級であるもの 

５，０００円 

(2) 定年前再任用短時間勤務職員 次に掲げる

職員の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア 行政職給料表（一）の適用を受ける職員

でその属する職務の級が６級であるもの及

び医療職給料表（一）の適用を受ける職員

でその属する職務の級が３級であるもの 

５，５００円 

イ 行政職給料表（一）、医療職給料表（二）

又は医療職給料表（三）の適用を受ける職

員でその属する職務の級が５級であるもの

及び医療職給料表（一）の適用を受ける職

員でその属する職務の級が２級であるもの 

４，５００円 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして

「（施行期日）」を付し、附則に次の１項を加える。 

（経過措置） 

２ 当分の間、条例附則第１０項の規定の適用を

受ける職員の管理職員特別勤務手当の額は、第

２条第１項第１号及び第３条第１項第１号に定

める額に１００分の７０を乗じて得た額（その

額に、５０円未満の端数があるときはこれを切

り捨て、５０円以上１００円未満の端数がある

ときはこれを１００円に切り上げるものとす

る。）とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第

２項、第５条第１項若しくは第３項、第６条第

１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは

第３項の規定により採用された職員は、同法に

よる改正後の地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２２条の４第１項又は第２２条の

５第１項の規定により採用された職員とみなし

て、この規則による改正後の江東区職員の管理

職員特別勤務手当に関する規則第２条第１項及

び第３条第１項の規定を適用する。 

                    

江東区職員の期末手当に関する規則の一部を改

正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第３５号 

江東区職員の期末手当に関する規則の一部

を改正する規則 

江東区職員の期末手当に関する規則（昭和５０

年３月江東区規則第２７号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第１項第７号中「基準日が３月１日又は

６月１日である場合にあっては基準日以前３箇月

間、基準日が１２月１日である場合にあっては基

準日以前６箇月間」を「基準日以前６か月間」に

改め、「これらの期間を」を削る。 

第４条第１項中「第９号」の次に「及び第１０

号」を加え、同項第９号中「の規定により」を「に

規定する」に改め、「修学部分休業」の次に「（そ

の他の規程によるこれに相当する休業を含む。以

下「修学部分休業」という。）」を加え、同項中第

１１号を第１２号とし、第１０号を第１１号とし、

第９号の次に次の１号を加える。 
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(10) 法第２６条の３第１項に規定する高齢者部

分休業（その他の規程によるこれに相当する

休業を含む。以下「高齢者部分休業」という。）

をしている職員として在職した期間 

第４条第４項中「第２８条の５第１項又は第２

８条の６第２項に規定する短時間勤務の職を占め

る」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第

１項の規定により採用された」に改め、同条第５

項中「、法第２６条の２第１項に規定する修学部

分休業により勤務しない時間又は」を「又は修学

部分休業、高齢者部分休業若しくは」に改める。 

第８条第１項中第１号を削り、第２号を第１号

とし、第３号を第２号とする。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第３条関係） 
欠勤等日数 割合 

２３日未満 １００分の１００ 

２３日以上３３日未満 １００分の９０ 

３３日以上４３日未満 １００分の８０ 

４３日以上５３日未満 １００分の７０ 

５３日以上６３日未満 １００分の６０ 

６３日以上８３日未満 １００分の５０ 

８３日以上１０３日未満 １００分の３０ 

１０３日以上 １００分の１０ 

備考 この表の規定にかかわらず、在職期間中

に欠勤等の期間以外の期間がない場合又は在

職期間中に欠勤等の期間及び部分休業等によ

り勤務しない時間がある場合において、在職

期間（週休日等を除く。）から欠勤等日数を減

じた日数が１日未満となるときにおける割合

は、０とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号）附則第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員は、同法による改正後の地

方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２

２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定

により採用された職員とみなして、この規則に

よる改正後の江東区職員の期末手当に関する規

則（以下「改正後の規則」という。）第４条第４

項の規定を適用する。 

（令和５年６月に支給する期末手当に関する経過

措置） 

３ 令和５年６月に支給する期末手当に関する改

正後の規則第２条第１項第７号の規定の適用に

ついては、同号中「６か月」とあるのは、「３か

月」とする。 

４ 令和５年６月に支給する期末手当に関する改

正後の規則別表第１の規定の適用については、

同表中「２３日」とあるのは「１２日」と、「３

３日」とあるのは「１７日」と、「４３日」とあ

るのは「２２日」と、「５３日」とあるのは「２

７日」と、「６３日」とあるのは「３２日」と、

「８３日」とあるのは「４２日」と、「１０３日」

とあるのは「５２日」とする。 

                    

江東区職員の勤勉手当に関する規則の一部を改

正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第３６号 

江東区職員の勤勉手当に関する規則の一部

を改正する規則 

江東区職員の勤勉手当に関する規則（昭和５４

年３月江東区規則第１３号）の一部を次のように

改正する。 

第３条第１項第１号中「第２８条の４第１項、

第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用された職員（以下「再

任用職員」を「第２２条の４第１項又は第２２条

の５第１項の規定により採用された職員（以下「定

年前再任用短時間勤務職員」に、「１００分の１１

２.５」を「１００分の１０７．５」に、「１００

分の１３２.５」を「１００分の１２７．５」に改

め、同項第２号中「再任用職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に、「１００分の５５」を「１

００分の５２．５」に、「１００分の６５」を「１

００分の６２．５」に改める。 

第３条の２第１項中「第９号」の次に「及び第

１０号」を加え、「第１３号」を「第１４号」に改

め、同項第９号中「の規定により」を「に規定す

る」に改め、「修学部分休業」の次に「（その他の

規程によるこれに相当する休業を含む。以下「修

学部分休業」という。）」を加え、同項中第１６号

を第１７号とし、第１０号から第１５号までを１

号ずつ繰り下げ、第９号の次に次の１号を加える。 

(10) 法第２６条の３第１項に規定する高齢者部

分休業（その他の規程によるこれに相当する

休業を含む。以下「高齢者部分休業」という。）

をしている職員として在職した期間 

第３条の２第４項中「法第２８条の５第１項又

は第２８条の６第２項に規定する短時間勤務の職

を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」と
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いう。）」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改

め、同条第５項中「法第２６条の２第１項に規定

する」を削り、「修学部分休業」の次に「若しくは

高齢者部分休業」を加え、同条第６項及び第７項

中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改める。 

第４条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号。以下「令和３年改正法」とい

う。）附則第４条第１項若しくは第２項、第５条

第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは

第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定

により採用された職員は、令和３年改正法によ

る改正後の地方公務員法（昭和２５年法律第２

６１号）第２２条の４第１項又は第２２条の５

第１項の規定により採用された職員（以下「定

年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなし

て、この規則による改正後の江東区職員の勤勉

手当に関する規則（以下「改正後の規則」とい

う。）第３条第１項の規定を適用する。 

３ 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員は、定年前再任用短時間勤

務職員とみなして、改正後の規則第３条の２第

４項、第６項及び第７項並びに第４条第２項の

規定を適用する。 

                    

江東区職員の退職手当に関する条例施行規則の

一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第３７号 

江東区職員の退職手当に関する条例施行規

則の一部を改正する規則 

江東区職員の退職手当に関する条例施行規則

（昭和３２年７月江東区規則第４号）の一部を次

のように改正する。 

第３条の２中「第３条第２項ただし書」を「第

３条第４項ただし書」に改める。 

第５条第１項第２号中「江東区職員の定年等に

関する条例（昭和５９年３月江東区条例第１号）

第３条に規定する定年（以下「定年」という。）が

年齢６５年の職員」を「江東区職員の給与に関す

る条例（昭和３０年４月江東区条例第７号。以下

「給与条例」という。）第６条第１項第２号に規定

する医療職給料表（一）の適用を受ける職員（以

下「医（一）適用職員」という。）」に、「退職した

もの」を「退職した者」に改め、同項第３号中「定

年が年齢６５年の職員」を「医（一）適用職員」

に改める。 

第６条の２第５項中「付則第３項を除き」を「こ

の項において」に改める。 

第６条の３を削り、第６条の４を第６条の３と

し、第６条の５を第６条の４とし、第６条の６を

第６条の５とし、同条の次に次の１条を加える。 

（条例第１０条の２の規則で定める職員等） 

第６条の６ 条例第１０条の２の規則で定める職

員は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の５第３項に規定する特定管理監

督職群の他の管理監督職（以下「他の管理監督

職」という。）に降任した職員とする。 

２ 条例第１０条の２の規則で定める日は、他の

管理監督職に降任した日の前日とする。 

第６条の７第１項第２号中「（懲戒免職の処分を

除く。）」を削り、同項第３号イ中「定年に」を「江

東区職員の定年等に関する条例（昭和５９年３月

江東区条例第１号）第３条に規定する定年（以下

「定年」という。）に」に改め、同号ウ中「採用さ

れ、当該任期が満了したことにより退職した」を

「採用された」に改める。 

第７条の２を次のように改める。 

（条例第１１条第５項の規則で定める者） 

第７条の２ 条例第１１条第５項の規則で定める

者は、次のとおりとする。 

 (1) 条例第１１条第５項に規定する都職員等

（以下「都職員等」という。）のうち、任期の

定めのないものから引き続いて任期の定めの

ある職員となった者 

 (2) 地方公務員法第２２条の２第１項第２号に

掲げる職員のうち、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２０４条第２項に規定する

条例の定めにより同項に規定する退職手当を

受けることとなる者及び国家公務員退職手当

法（昭和２８年法律第１８２号）第２条第２

項の規定により同条第１項に規定する職員と

みなされる者から引き続いて職員となった者 

第１１条の見出し中「に規定する」を「の規則

で定める」に改め、同条第１項中「に規定する規

則」を「の規則」に改め、同条第２項を次のよう

に改める。 

２ 条例第１３条第１項の規定による申出は、受
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給期間延長等申請書（別記第５号様式）に医師

の証明書その他の前項各号に掲げる理由に該当

することの事実を証明することができる書類及

び受給資格証を添えて区長に提出し、認定を受

けることによって行うものとする。ただし、受

給資格証を添えて提出することができないこと

について正当な理由があるときは、これを添え

ないことができる。 

第１１条に次の７項を加える。 

３ 前項の申出は、当該申出に係る者が条例第１

３条第１項に規定する理由に該当するに至った

日の翌日から、基本手当に相当する退職手当の

支給を受ける資格に係る退職の日の翌日から起

算して４年を経過する日までの間（同項の規定

により加算された期間が４年に満たない場合は、

当該期間の最後の日までの間）にしなければな

らない。ただし、天災その他申出をしなかった

ことについてやむを得ない理由があるときは、

この限りでない。 

４ 前項ただし書の場合における第２項の申出は、

当該理由がやんだ日の翌日から起算して７日以

内にしなければならない。 

５ 第３項ただし書の場合における第２項の申出

は、受給期間延長等申請書に天災その他の申出

をしなかったことについてやむを得ない理由を

証明することができる書類を添えなければなら

ない。 

６ 区長は、第２項の申出をした者が条例第１３

条第１項に規定する理由に該当すると認定した

ときは、第２項の申出をした者に受給期間延長

等通知書（別記第６号様式）を交付しなければ

ならない。この場合（同項ただし書の規定によ

り受給資格証を添えないで同項の申出を受けた

ときを除く。）において、区長は、受給資格証に

必要な事項を記載した上、同項の申出をした者

に返付するとともに、失業者退職手当受給資格

台帳に必要な事項を記載しなければならない。 

７ 前項の規定により受給期間延長等通知書の交

付を受けた者は、次の各号のいずれかに該当す

る場合には、速やかに、変更届（別記第７号様

式）によりその旨を区長に届け出るとともに、

当該各号に定める書類を提出しなければならな

い。この場合において、区長は、これを認定し

たときは、提出を受けた書類に必要な事項を記

載した上、受給資格者に返付しなければならな

い。 

(1) その者が提出した受給期間延長等申請書の

記載内容に重大な変更があった場合 交付を

受けた受給期間延長等通知書 

(2) 条例第１３条第１項に規定する理由がやん

だ場合 交付を受けた受給期間延長等通知書

及び受給資格証 

８ 第２項の申出は、代理人に行わせることがで

きる。この場合において、代理人は、その資格

を証明する書類に同項に規定する書類を添えて

区長に提出し、認定を受けなければならない。 

９ 前項の規定は第３項ただし書の場合及び第７

項の場合における第２項の申出に、同項ただし

書の規定は第７項の場合について準用する。 

第１１条の次に次の３条を加える。 

（条例第１３条第４項の規則で定める事業） 

第１１条の２ 条例第１３条第４項の規則で定め

る事業は、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

(1) その事業を開始した日又はその事業に専念

し始めた日から起算して、３０日を経過する

日が、条例第１３条第１項に規定する雇用保

険法第２０条第１項を適用した場合における

同項各号に掲げる受給資格者の区分に応じ、

当該各号に定める期間の末日後であるもの 

(2) その事業について当該事業を実施する受給

資格者が雇用保険法施行規則（昭和５０年労

働省令第３号）第８２条の５第１項に規定す

る就業手当に相当する退職手当又は同規則第

８２条の７第１項に規定する再就職手当に相

当する退職手当の支給を受けたもの 

(3) その事業により当該事業を実施する受給資

格者が自立することができないと区長が認め

たもの 

（条例第１３条第４項の規則で定める職員） 

第１１条の３ 条例第１３条第４項の規則で定め

る職員は、次の各号のいずれかに該当する者と

する。 

(1) 条例第１３条第１項に規定する退職の日以

前に同条第４項に規定する事業を開始し、当

該退職の日後に当該事業に専念する職員 

(2) その他事業を開始した職員に準ずるものと

して区長が認めた職員 

(支給の期間の特例の申出) 

第１１条の４ 条例第１３条第４項の規定による

申出は、受給期間延長等申請書に登記事項証明

書その他同条第１項に規定する退職の日後に同

条第４項に規定する事業を開始した職員又は前

条に規定する職員に該当することの事実を証明

することができる書類及び受給資格証を添えて

区長に提出し、認定を受けることによって行う
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ものとする。 

２ 前項の申出（以下「特例申出」という。）は、

当該特例申出に係る者が条例第１３条第４項に

規定する事業を開始した日又は当該事業に専念

し始めた日の翌日から起算して、２か月以内に

しなければならない。ただし、天災その他申出

をしなかったことについてやむを得ない理由が

あるときは、この限りでない。 

３ 区長は、特例申出をした者が条例第１３条第

１項に規定する退職の日後に同条第４項に規定

する事業を開始した職員又は前条に規定する職

員に該当すると認定したときは、特例申出をし

た者に受給期間延長等通知書を交付しなければ

ならない。この場合（第５項において準用する

第１１条第２項ただし書の規定により受給資格

証を添えないで特例申出を受けたときを除く。）

において、区長は、受給資格証に必要な事項を

記載した上、特例申出をした者に返付するとと

もに、失業者退職手当受給資格台帳に必要な事

項を記載しなければならない。 

４ 前項の規定により受給期間延長等通知書の交

付を受けた者は、次の各号のいずれかに該当す

る場合には、速やかに、その旨を区長に届け出

るとともに、当該各号に定める書類を提出しな

ければならない。この場合において、区長は、

これを認定したときは、提出を受けた書類に必

要な事項を記載した上、受給資格者に返付しな

ければならない。 

(1) その者が提出した受給期間延長等申請書の

記載内容に重大な変更があった場合 交付を

受けた受給期間延長等通知書 

(2) 条例第１３条第４項に規定する事業を廃止

し、又は休止した場合 交付を受けた受給期

間延長等通知書及び受給資格証 

５ 第１１条第８項の規定は特例申出及び前項の

場合並びに第２項ただし書の場合における特例

申出に、同条第２項ただし書の規定は特例申出

及び前項の場合に、同条第４項及び第５項の規

定は第２項ただし書の場合における特例申出に

ついて準用する。 

第１４条の２の見出し中「に規定する規則」を

「の規則」に改め、同条第１項各号列記以外の部

分中「に規定する規則」を「の規則」に改め、同

項第１号中「第２条」を「第２条第１項」に改め、

同条第２項中「に規定する規則」を「の規則」に

改める。 

第１６条第１項中「区長は」を「、区長は」に、

「記載し」を「記載した上、」に改め、同条第２項

中「あつた」を「あった」に、「その旨」を「、そ

の旨」に改め、「とき）を」の次に「添えて」を加

え、「受給資格証の」を「、受給資格証の」に改め、

「前項」の次に「の規定」を加える。 

第１７条中「受給資格証の」を「、受給資格証

の」に改める。 

第２１条の次に次の１条を加える。 

（条例第１４条の規則で定める者等） 

第２１条の２ 条例第１４条本文の規則で定める

者は、条例第２条第１項第３号に掲げる職員と

する。 

２ 条例第１４条ただし書の規則で定めるときは、

任期の定めのない職員が引き続いて任期の定め

のある都職員等となったときとする。ただし、

当該都職員等となった者が引き続いて任期の定

めのない職員となる見込みがあるときは、この

限りでない。 

付則第４項中「第６条の４各号」を「第６条の 

３各号」に改める。 

付則第５項中「第６条の５」を「第６条の４」 

に改める。 

付則第６項中「（昭和５０年労働省令第３号）」

を削り、同項の次に次の１項を加える。 

７ 条例附則第１１条第８項の規定により読み替

えて適用される条例第９条第１項の給料の調整

額の額に相当する規則で定める額（以下「相当

額」という。）とは、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 職員の給料の調整額に関する規則の適用を

受けた者の特定日（その者が６０歳に達した

日後における最初の４月１日をいう。以下こ

の号及び次号において同じ。）の前日以前の相

当額 特定日の前日までの期間において給料

の調整額を受けていた時の同規則第２条第２

項の区分に相当する退職の日における区分に

対応する特定日の前日にその者が受けている

と仮定した場合の給料の調整額の金額 

(2) 職員の給料の調整額に関する規則の適用を

受けた者の特定日以後の相当額 特定日以後

の期間において給料の調整額を受けていた時

の同規則第２条第２項の区分に相当する退職

の日における区分に対応する退職の日におけ

る給料の調整額の金額（同規則附則第２項の

規定の適用を受ける場合は、同項の規定によ

り計算して得た額） 

(3) 学校職員の給料の調整額に関する規則の適

用を受けた者の特定日（その者が６０歳に達

した日後における最初の４月１日をいう。以
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下この号及び次号において同じ。）の前日以前

の相当額 特定日の前日までの期間において

給料の調整額を受けていた時の職務の級の区

分に相当する退職時における職務の級の区分

に対応する特定日の前日にその者が受けてい

ると仮定した場合の同規則第３条に定める額 

(4) 学校職員の給料の調整額に関する規則の適

用を受けた者の特定日以後の相当額 特定日

以後の期間において給料の調整額を受けてい

た時の職務の級の区分に相当する退職時にお

ける職務の級の区分に対応する退職の日にお

ける同規則第３条に定める額（同規則付則第

５項の規定の適用を受ける場合は、同項の規

定により計算して得た額） 

別記第５号様式及び別記第６号様式を次のよう

に改める。 
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別記第５号様式（第１１条、第１１条の４関係） 
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別記第６号様式（第１１条、第１１条の４関係） 

別記第７号様式中「別記第７号様式」を「別記

第７号様式（第１１条、第１１条の４関係）」に、

「受給期間延長申請書」を「受給期間延長等申請

書」に改める。 

別記第１０号様式を次のように改める。 
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別記第１０号様式（第１６条関係）
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

ただし、第３条の２、第６条の２、第７条の２

及び第１１条の改正規定、同条の次に３条を加

える改正規定、第１４条の２、第１６条及び第

１７条の改正規定、第２１条の次に１条を加え

る改正規定、別記第５号様式から別記第７号様

式まで及び別記第１０号様式の改正規定並びに

次項から附則第４項までの規定は、公布の日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区職員の退職手

当に関する条例施行規則（以下「改正後の規則」

という。）第７条の２第１号の規定は、前項ただ

し書に規定する日以後に同号の任期の定めのあ

る職員となった者について適用する。 

３ 改正後の規則第１１条の２から第１１条の４

までの規定（同条第５項において準用する第１

１条第２項ただし書、第４項、第５項及び第８

項の規定を含む。）は、令和４年７月１日以後に

江東区職員の退職手当に関する条例（昭和３２

年３月江東区条例第３号）第１３条第４項の事

業を開始した職員その他これに準ずるものとし

て同項の規則で定める職員に該当するに至った

者について適用する。 

（江東区職員の退職手当に関する条例施行規則の

一部を改正する規則の一部改正） 

４ 江東区職員の退職手当に関する条例施行規則

の一部を改正する規則（令和２年３月江東区規

則第４６号）の一部を次のように改正する。 

 附則第２項中「第１１条第２項第２号」を「第

１１条第３項」に改める。 

                    

江東区個人番号の利用並びに特定個人情報の利

用及び提供に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

  令和５年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第３８号 

江東区個人番号の利用並びに特定個人情報

の利用及び提供に関する条例施行規則の一

部を改正する規則 

 江東区個人番号の利用並びに特定個人情報の利

用及び提供に関する条例施行規則（平成２７年１

２月江東区規則第７６号）の一部を次のように改

正する。 

 別表第２の４５の項中「若しくは扶養義務者」

を「その他当該者の児童を監護し、かつ、その児

童と一定の生計関係にあると認められる者」に改

め、同表４６の項中「の配偶者若しくは扶養義務

者」を「の配偶者その他当該者の児童を監護し、

かつ、その児童と一定の生計関係にあると認めら

れる者」に、「、配偶者若しくは扶養義務者」を「若

しくは配偶者」に、「、配偶者若しくは児童」を「若

しくは配偶者」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区私道整備助成条例施行規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和５年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第４０号 

江東区私道整備助成条例施行規則の一部を

改正する規則 

江東区私道整備助成条例施行規則（昭和４２年

１２月江東区規則第２１号）の一部を次のように

改正する。 

第４条の見出しを「（交付申請）」に改め、同条

第１項中「私道整備助成金交付申請書（別記第１

号様式）を区長に提出」を「江東区私道整備助成

金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書

類を添えて、区長に申請」に改め、同項に次の各

号を加える。 

(1) 設計図書 

(2) 申請に係る私道の所有権を有する者の土地

使用承諾書（別記第２号様式） 

(3) 申請に係る私道に接する全ての居住者（申

請者を除く。）の委任状（別記第３号様式） 

(4) 申請者の印鑑登録証明書 

(5) 不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）

第１４条第１項に規定する地図又は同条第４

項に規定する地図に準ずる図面の写し 

(6) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と

認める書類 

 第４条第２項を削る。 

 第５条の見出しを「（交付決定）」に改め、同条

第１項中「に規定する」を「の規定による」に、「、

私道整備助成金交付決定通知書」を「江東区私道

整備助成金交付決定通知書」に改め、「別記第４号

様式」の次に「。以下「交付決定通知書」という。」

を加え、「、通知書」を「江東区私道整備助成金交

付申請却下通知書」に改め、同条第２項を次のよ

うに改める。 

２ 区長は、前項の交付決定に際し、必要に応じ
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て条件を付することができる。 

 第６条中「申請者は、」を削り、「交付決定の通

知を受けたときは、通知受領後」を「助成金の交

付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は、交付決定通知書を受領した日から」に改める。 

 第７条を次のように改める。 

（変更等の申請及び承認） 

第７条 交付決定者は、助成金の交付に係る工事

（以下単に「工事」という。）の内容を変更し、

又は当該工事を中止し、若しくは廃止しようと

するときは、速やかに江東区私道整備助成金変

更等承認申請書（別記第７号様式）により区長

に申請し、その承認を受けなければならない。 

２ 区長は、前項の承認に際し、必要に応じて条

件を付することができるものとし、江東区私道

整備助成金変更等承認通知書（別記第８号様式）

により交付決定者に通知する。 

 第８条中「申請者」を「交付決定者」に改め、「速

やかに」の次に「その理由及び遂行の見通し等を

書面により」を加え、「その指示に従わなければな

らない」を「、その指示を受けなければならない」

に改める。 

 第９条第１項中「助成金交付の」を「助成金の

交付」に、「認めた」を「認める」に、「申請者」

を「交付決定者」に改め、同条第２項中「申請者

が、」を「区長は、交付決定者が」に改め、「前項

の」の次に「規定による」を加え、「、区長は」を

削る。 

 第１０条中「申請者」を「交付決定者」に、「別

記第７号様式）を区長に提出」を「別記第９号様

式）に次に掲げる書類を添えて、区長に報告」に

改め、同条に次の各号を加える。 

(1) 竣工図 

(2) 数量計算書 

(3) 工事写真 

(4) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と

認める書類 

 第１１条を次のように改める。 

（助成金の交付等） 

第１１条 区長は、前条の規定による完了報告を

受けた場合において、完了報告書の審査及び必

要に応じて行う現地調査等により、当該報告に

係る工事の結果が交付決定の内容及びこれに付

した条件に適合するものと認めるときは、交付

すべき助成金の額を確定し、江東区私道整備助

成金交付額確定通知書（別記第１０号様式）に

より交付決定者に通知する。 

第１２条の見出しを「（交付決定の取消し）」に

改め、同条各号列記以外の部分中「区長は、」の次

に「交付決定者が」を加え、「交付の決定」を「交

付決定の全部又は一部」に改め、同条第１号中「交

付の決定」を「の交付決定」に改め、同条第２号

中「工事の資金以外の用途」を「他の目的」に改

め、同条第３号を次のように改める。 

(3) 助成金の交付決定の内容若しくはこれに付

した条件又は命令に違反したとき。 

第１２条に次の１項を加える。 

２ 区長は、前項の規定により助成金の交付決定

の全部又は一部を取り消したときは、江東区私

道整備助成金交付決定取消通知書（別記第１１

号様式）により交付決定者に通知する。 

第１３条中「交付の決定」を「交付決定の全部

又は一部」に、「すでに」を「当該取消しに係る部

分に関し、既に」に、「申請者」を「交付決定者」

に、「命ずる」を「命じなければならない」に改め、

同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による助成金の返還に係る違約加

算金及び延滞金の取扱いについては、江東区補

助金等交付事務規則（平成２０年３月江東区規

則第２４号）の定めるところによる。 

 別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第３条関係） 
工種 形状 単位 単価（円） 

取りこわし工 手こわし ㎥ ８２，３８２ 

排 水

本 管

工（路

面 排

水 の

み を

流 す

も の

に 限

る） 

改修 内径１５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ３９，７６１ 

内径１５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上 

ｍ ５５，６２６ 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ４２，５５２ 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上１．７ｍ未満 

ｍ ６７，７６７ 

 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．７ｍ以上 

ｍ ８３，７５７ 

 内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ５６，２９１ 

内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上１．７ｍ未満 

ｍ ７５，８１９ 

内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．７ｍ以上 

ｍ ９２，６４４ 

 

Ｌ形 

溝工 

新設 鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ 砕石基礎 

ｍ ２４，０８４ 

鉄筋コンクリートＬ形 ｍ ２９，８７８ 

  ２５０Ａ コンクリート基礎   

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ｍ ２８，４４５ 

改修 鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ 砕石基礎 

ｍ ２９，１４６ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ｍ ３６，２３６ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ｍ ３４，８９４ 

補修 ２５０Ａ 砕石基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ １９，７３３ 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ １８，１５７ 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ １８，６０２ 

３００Ｂ コンクリート基礎 

ブロック取替 

ｍ ２２，４０３ 

Ｌ形 

用集 

水ま 

す 

設置工（新設） ２５０用 箇所 ７８，５９９ 

設置工（改修） ２５０用 箇所 ７９，９７４ 

導水管工 塩化ビニル ＶＵφ１５０ ｍ ２４，８４９ 

塩化ビニル ＶＵφ１００  ｍ ２１，８７９ 

ソケット取付工 硬質塩化ビニル φ１５０ 箇所 １３，６９５ 

硬質塩化ビニル φ１００ 箇所 １２，１２８ 

縁塊ふた取替工 ２５０用 箇所 ３７，９２１ 

調整工  箇所 ８，３８１ 

Ｌ形 

用汚 

水ま 

す 

縁塊ふた取替工  箇所 ３４，９８６ 

調整工  箇所 ８，３８１ 
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円形 

汚水 

ます 

・改 

良ま 

す 

縁塊ふた取替工  箇所 ５０，７５５ 

調整工  箇所 ９，５３７ 

人孔 縁塊ふた取替工  箇所 １５１，４７８ 

調整工  箇所 ９，５３７ 

舗装 

工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新設 人力 総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 ㎡ １３，８５４ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 ㎡ １３，３０９ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ １４，４０８ 

機 械 人

力 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

㎡ １７，７８２ 

改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人力 総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １６，６７０ 

総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １６，８５０ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １６，１２６ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １６，３０５ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ ２０，６５３ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ ２０，８７８ 

機 械 人

力 

 

 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ ２０，３８３ 

総厚 ２０．０ｃｍ ㎡ ２０，４８８ 

 

 

 

 

 

 

再生密・粗粒度 

既設コンクリート舗装 

 

 

 

 

  機械 総厚 ２０．０ｃｍ ㎡ １２，１７０ 

 

  再生密・粗粒度 

既設アスファルト舗装 

 

 

 

 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １２，３８２ 

被覆 人力 厚 ５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ ５，２４３ 

機械 厚 ５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ ３，１６４ 

交通誘導警備員費  人・日 ２７，１３４ 

別記第１号様式から別記第７号様式までを次の

ように改める。 
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別記第１号様式（第４条関係） 
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別記第２号様式（第４条関係） 
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別記第３号様式（第４条関係） 
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別記第４号様式（第５条関係） 
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別記第５号様式（第５条関係） 

 
 

 

 

 



令和 5年 4月 28日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 216 号） 

 

153 

 

 

別記第６号様式（第６条関係）
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別記第 7 号様式（第７条関係） 

 
別記第７号様式の次に次の４様式を加える。 
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別記第８号様式（第７条関係） 
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別記第９号様式（第１０条関係） 
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別記第１０号様式（第１１条関係） 
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別記第１１号様式（第１２条関係） 

 
   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区私道整備助成

条例施行規則の規定は、この規則の施行の日（以

下「施行日」という。）以後の申請に係るものに

ついて適用し、施行日前の申請に係るものにつ

いては、なお従前の例による。 

                    

江東区建築基準法施行細則の一部を改正する規

則を公布する。 

  令和５年３月３１日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第４１号 

江東区建築基準法施行細則の一部を改正す

る規則 

江東区建築基準法施行細則（昭和４０年３月江

東区規則第２号）の一部を次のように改正する。 

別記第１１号様式を次のように改める。 
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別記第１１号様式（第１２条関係） 
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 別記第１３号様式を次のように改める。 

 



令和 5年 4月 28日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 216 号） 

 

161 

 

 

別記第１３号様式（第１３条関係） 
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附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区みどりの条例施行規則の一部を改正する

規則を公布する。 

  令和５年４月３日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第４２号 

江東区みどりの条例施行規則の一部を改正

する規則 

江東区みどりの条例施行規則（平成１２年３月

江東区規則第２３号）の一部を次のように改正す

る。 

 別記第７号様式を次のように改める。 
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別記第７号様式（第５条関係） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年１０月１日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区みどりの条例施行規則の別記第７号様

式による用紙で、現に残存するものは、所要の

修正を加え、なお使用することができる。 
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規 則 （ 教 ） 

 

江東区教育委員会事務局処務規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和５年３月２９日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第１号 

江東区教育委員会事務局処務規則の一部を

改正する規則 

 江東区教育委員会事務局処務規則（昭和４０年

３月江東区教育委員会規則第３号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条に次の１項を加える。 

２ 委員会事務局に社会教育主事を置く。 

第３条の表学校施設課の項中 

「施設設備係  」 

を 

「施設設備第一係 

施設設備第二係」 

に改め、同条第２項中「、地域教育課に社会教育

主事を」を削る。 

 第７条の表学校施設課の部施設設備係の項を次

のように改める。 

  施設設備第一係 

   １ 区立学校等の設備の設計、工事及び営

繕に関すること。 

 第７条の表学校施設課の部に次のように加える。 

  施設設備第二係 

   １ 区立学校等及び校外施設の設備の設計、

工事及び営繕に関すること。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                     

江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施

行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２９日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第２号 

江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条

例施行規則の一部を改正する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施

行規則（平成１２年３月江東区教育委員会規則第

８号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「第７条の３」を「第７条第７項」に、

「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

                     

江東区立幼稚園教育職員の管理職手当に関する

規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則

を公布する。 

  令和５年３月２９日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第３号 

江東区立幼稚園教育職員の管理職手当に関

する規則の一部を改正する規則 

江東区立幼稚園教育職員の管理職手当に関する

規則（平成１２年３月江東区教育委員会規則第１

１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項に後段として次のように加える。 

  この場合において、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の４第１項又は第

２２条の５第１項の規定により採用された職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

の管理職手当の額は、同表に定める管理職手当

の額に、江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例（平成１２年３月江

東区条例第４７号。以下「勤務時間条例」とい

う。）第３条第３項の規定により定められたその

者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間

で除して得た数を乗じて得た額（その額に１円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た額）とする。 

 第２条第２項中「江東区立幼稚園教育職員の勤

務時間、休日、休暇等に関する条例（平成１２年

３月江東区条例第４７号。以下「勤務時間条例」

という。）」を「勤務時間条例」に改め、同条第３

項を削る。 

 附則を附則第１項とし、同項に見出しとして

「（施行期日）」を付し、附則の次に次の２項を加

える。 

（経過措置） 

２ 当分の間、江東区立幼稚園教育職員の給与に

関する条例附則第７条第１項の規定の適用を受

ける職員の管理職手当の額は、別表に定める額

に１００分の７０を乗じて得た額（その額に、

５０円未満の端数があるときはこれを切り捨て、

５０円以上１００円未満の端数があるときはこ

れを１００円に切り上げるものとする。）とする。 

３ 当分の間、前項の規定の適用を受ける職員に

対する第２条第２項の規定の適用については、
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同項中「同項」とあるのは、「附則第２項」とす

る。 

 別表中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同表備考を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号。以下「令和３年改正法」とい

う。）附則第４条第１項若しくは第２項又は第５

条第１項若しくは第３項の規定により採用され

た職員の管理職手当の額は、その者が令和３年

改正法による改正後の地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の４第１項又は第

２２条の５第１項の規定により採用された職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

であるものとした場合に適用されるこの規則に

よる改正後の江東区立幼稚園教育職員の管理職

手当に関する規則（以下「改正後の規則」とい

う。）別表に定める額とする。 

３ 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員は、定年前再任用短時間勤

務職員とみなして、改正後の規則第２条第１項

及び別表の規定を適用する。 

                     

江東区立幼稚園教育職員の管理職員特別勤務手

当に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２９日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第４号 

江東区立幼稚園教育職員の管理職員特別勤

務手当に関する規則の一部を改正する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の管理職員特別勤務手

当に関する規則（平成１２年３月江東区教育委員

会規則第１３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項各号を次のように改める。 

 (1) 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項

の規定により採用された職員（以下「定年前

再任用短時間勤務職員」という。）以外の職員 

次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

  ア 園長 １万円 

  イ 副園長 ８，０００円 

 (2) 定年前再任用短時間勤務職員 次に掲げる

職員の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

  ア 園長 ９，０００円 

  イ 副園長 ７，０００円 

 第３条第１項各号を次のように改める。 

 (1) 定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 

次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

  ア 園長 ５，０００円 

  イ 副園長 ４，０００円 

 (2) 定年前再任用短時間勤務職員 次に掲げる

職員の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

  ア 園長 ４，５００円 

  イ 副園長 ３，５００円 

 附則を附則第１項とし、同項に見出しとして

「（施行期日）」を付し、附則に次の１項を加える。 

（経過措置） 

２ 当分の間、条例附則第７条第１項の適用を受

ける職員の管理職員特別勤務手当の額は、第２

条第１項第１号及び第３条第１項第１号に定め

る額に１００分の７０を乗じて得た額（その額

に、５０円未満の端数がある場合はこれを切り

捨て、５０円以上１００円未満の端数がある場

合はこれを１００円に切り上げるものとする。）

とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第

２項、第５条第１項若しくは第３項、第６条第

１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは

第３項の規定により採用された職員は、同法に

よる改正後の地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２２条の４第１項又は第２２条の

５第１項の規定により採用された職員とみなし

て、この規則による改正後の江東区立幼稚園教

育職員の管理職員特別勤務手当に関する規則第

２条第１項及び第３条第１項の規定を適用する。 

                     

江東区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２９日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第５号 

江東区立幼稚園教育職員の期末手当に関す

る規則の一部を改正する規則 
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 江東区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規

則（平成１２年３月江東区教育委員会規則第１４

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項第７号中「基準日が３月１日又は

６月１日である場合にあっては基準日以前３箇月

間、基準日が１２月１日である場合にあっては基

準日以前６箇月間」を「基準日以前６か月間」に

改め、「これらの期間を」を削る。 

第５条第１項中「第１０号」の次に「及び第１

１号」を加え、同項中第１２号を第１３号とし、

第１１号を第１２号とし、第１０号の次に次の１

号を加える。 

(11) 法第２６条の３第１項の規定により高齢者

部分休業をしている職員として在職した期間 

第５条第４項中「第２８条の５第１項又は第２

８条の６第２項に規定する短時間勤務の職を占め

る」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第

１項の規定により採用された」に改め、同条第５

項中「修学部分休業により勤務しない時間」の次

に「、法第２６条の３第１項に規定する高齢者部

分休業により勤務しない時間」を加える。 

第１４条第１項中第１号を削り、第２号を第１

号とし、第３号を第２号とする。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第４条関係） 
欠勤等日数 割合 

２３日未満 １００分の１００ 

２３日以上３３日未満 １００分の９０ 

３３日以上４３日未満 １００分の８０ 

４３日以上５３日未満 １００分の７０ 

５３日以上６３日未満 １００分の６０ 

６３日以上８３日未満 １００分の５０ 

８３日以上１０３日未満 １００分の３０ 

１０３日以上 １００分の１０ 

 備考 この表の規定にかかわらず、在職期間中

に欠勤等の期間以外の期間がない場合又は在

職期間中に欠勤等の期間及び部分休業等によ

り勤務しない時間がある場合において、在職

期間（週休日等を除く。）から欠勤等日数を減

じた日数が１日未満となるときにおける割合

は、０とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号）附則第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員は、同法による改正後の地

方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２

２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定

により採用された職員とみなして、この規則に

よる改正後の江東区立幼稚園教育職員の期末手

当に関する規則（以下「改正後の規則」という。）

第５条第４項の規定を適用する。 

（令和５年６月に支給する期末手当に関する経過

措置） 

３ 令和５年６月に支給する期末手当に関する改

正後の規則第２条第１項第７号の規定の適用に

ついては、同号中「６か月」とあるのは、「３か

月」とする。 

４ 令和５年６月に支給する期末手当に関する改

正後の規則別表第１の規定の適用については、

同表中「２３日」とあるのは「１２日」と、「３

３日」とあるのは「１７日」と、「４３日」とあ

るのは「２２日」と、「５３日」とあるのは「２

７日」と、「６３日」とあるのは「３２日」と、

「８３日」とあるのは「４２日」と、「１０３日」

とあるのは「５２日」とする。 

                     

江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２９日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第６号 

江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関す

る規則の一部を改正する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規

則（平成１２年３月江東区教育委員会規則第１５

号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項第１号中「第２８条の４第１項、

第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若し

くは第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２

条の５第１項」に、「再任用職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に、「１００分の１１２．５」

を「１００分の１０７．５」に、「１００分の１３

２．５」を「１００分の１２７．５」に改め、同

項第２号中「再任用職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に、「１００分の５５」を「１００分

の５２．５」に、「１００分の６５」を「１００分

の６２．５」に改める。 

 第５条第１項中「第１０号」の次に「及び第１

１号」を加え、「第１４号」を「第１５号」に改め、

同項中第１７号を第１８号とし、第１１号から第

１６号までを１号ずつ繰り下げ、第１０号の次に

次の１号を加える。 
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 (11) 法第２６条の３第１項に規定する高齢者部

分休業をしている職員として在職した期間 

第５条第４項中「法第２８条の５第１項又は第

２８条の６第２項に規定する短時間勤務の職を占

める職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条

第５項中「修学部分休業により勤務しない時間」

の次に「、法第２６条の３第１項に規定する高齢

者部分休業により勤務しない時間」を加え、同条

第６項及び第７項中「再任用短時間勤務職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第６条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号。以下「令和３年改正法」とい

う。）附則第４条第１項若しくは第２項、第５条

第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは

第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定

により採用された職員は、令和３年改正法によ

る改正後の地方公務員法（昭和２５年法律第２

６１号）第２２条の４第１項又は第２２条の５

第１項の規定により採用された職員（以下「定

年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなし

て、この規則による改正後の江東区立幼稚園教

育職員の勤勉手当に関する規則（以下「改正後

の規則」という。）第４条第１項の規定を適用す

る。 

３ 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員は、定年前再任用短時間勤

務職員とみなして、改正後の規則第５条第４項、

第６項及び第７項並びに第６条第２項の規定を

適用する。 

                     

江東区立幼稚園教育職員の義務教育等教員特別

手当に関する規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和５年３月２９日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第７号 

江東区立幼稚園教育職員の義務教育等教員

特別手当に関する規則の一部を改正する規

則 

 江東区立幼稚園教育職員の義務教育等教員特別

手当に関する規則（平成１２年３月江東区教育委

員会規則第１７号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項を次のように改める。 

義務教育等教員特別手当の月額は、その者の

属する職務の級及びその者の受ける号給に対応

する別表に掲げる額（その者が、地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」とい

う。）第２２条の４第１項又は第２２条の５第１

項の規定により採用された職員（以下「定年前

再任用短時間勤務職員」という。）であるときは、

その者の属する職務の級に対応する同表に掲げ

る額に、江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例（平成１２年３月江

東区条例第４７号。以下「勤務時間条例」とい

う。）第３条第３項の規定により定められたその

者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間

で除して得た数を乗じて得た額（その額に１円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た額））とする。 

 第２条第２項中「江東区立幼稚園教育職員の勤

務時間、休日、休暇等に関する条例（平成１２年

３月江東区条例第４７号。以下「勤務時間条例」

という。）」を「勤務時間条例」に改め、同条第３

項を削る。 

 附則を附則第１項とし、同項に見出しとして

「（施行期日）」を付し、附則に次の２項を加える。 

（経過措置） 

２ 当分の間、条例附則第７条第１項の規定の適

用を受ける職員の義務教育等教員特別手当の月

額は、その者の属する職務の級及びその者の受

ける号給に対応する別表に掲げる額に１００分

の７０を乗じて得た額（その額に、１０円未満

の端数があるときはこれを切り捨てる。）とする。 

３ 当分の間、前項の規定の適用を受ける職員に

対する第２条第２項の規定の適用については、

同項中「同項」とあるのは、「附則第２項」とす

る。 

 別表中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号。以下「令和３年改正法」とい

う。）附則第４条第１項若しくは第２項又は第５

条第１項若しくは第３項の規定により採用され
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た職員の義務教育等教員特別手当の月額は、そ

の者が令和３年改正法による改正後の地方公務

員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の

４第１項又は第２２条の５第１項の規定により

採用された職員（以下「定年前再任用短時間勤

務職員」という。）であるものとした場合に適用

されるこの規則による改正後の江東区立幼稚園

教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規

則（以下「改正後の規則」という。）別表の定年

前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる額のうち、

その者の属する職務の級に応じた額とする。 

３ 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員は、定年前再任用短時間勤

務職員とみなして、改正後の規則第２条第１項

及び別表の規定を適用する。 

                     

江東区立幼稚園教育職員の教職調整額に関する

規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月２９日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第８号 

江東区立幼稚園教育職員の教職調整額に関

する規則の一部を改正する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の教職調整額に関する

規則（平成１２年３月江東区教育委員会規則第２

０号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「第２８条の５第１項又は第２８条の

６第２項に規定する短時間勤務の職を占める」を

「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の

規定により採用された」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号）附則第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員は、同法による改正後の地

方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２

２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定

により採用された職員とみなして、この規則に

よる改正後の江東区立幼稚園教育職員の教職調

整額に関する規則第３条の規定を適用する。 

                     

江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

を公布する。 

  令和５年３月２９日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第９号 

江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例施行規則（平成１２年３月江東

区教育委員会規則第７号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条第２項中「第２８条の５第１項又は第２

８条の６第２項」を「第２２条の４第１項」に、「再

任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。 

 第１２条第２項中「再任用短時間勤務職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員」に、同項ただし

書中「すべて」を「全て」に改め、同条第３項中

「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改める。 

 第１４条の５の見出し中「再任用職員等」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第１項

中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改め、同条第２項中「再任用職

員（地方公務員法第２８条の４第１項又は第２８

条の６第１項の規定により再任用職員となった職

員をいう。以下同じ。）及び再任用短時間勤務職員

（以下「再任用職員等」という。）」を「定年前再

任用短時間勤務職員」に改め、同項後段を削り、

同条第３項中「再任用職員等」を「定年前再任用

短時間勤務職員」に改め、同条第４項中「職員の

その年度の年次有給休暇の日数は、再任用職員に

あっては別表第１に、再任用短時間勤務職員にあ

っては」を「定年前再任用短時間勤務職員のその

年度の年次有給休暇の日数は、」に改め、同条第６

項中「再任用職員等」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。 

 第３２条の２の見出し中「再任用職員等」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条中「再

任用職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同条後段を削る。 

 別表第１中「、第１４条の５」を削る。 

 別表第２備考中「再任用職員等」を「定年前再

任用短時間勤務職員」に改める。 

 別記第１号様式、別記第２号様式及び別記第６

号様式から別記第８号様式までの規定中「日本工

業規格」を「日本産業規格」に改める。 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用常時勤務職員（地方公務員法の一

部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以

下「令和３年地方公務員法改正法」という。）附

則第４条第１項若しくは第２項又は第５条第１

項若しくは第３項の規定により採用された職員

をいう。）は、この規則による改正後の江東区立

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例施行規則第２条第２項に規定する定年

前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任用

短時間勤務職員」という。）とみなして、同規則

の規定を適用する。この場合において、同規則

第１４条の５第２項中「取り扱う」とあるのは

「取り扱う。江東区職員の定年等に関する条例

の一部を改正する条例（令和４年９月江東区条

例第２４号）附則第５条第６項の規定による任

期の更新（以下「任期の更新」という。）をした

ときも、同様とする」と、同規則第１４条の５

第４項中「別表第２の２」とあるのは「別表第

１」と、同規則第３２条の２中「ものとする」

とあるのは「ものとする。任期の更新をしたと

きも、同様とする」とする。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員（令和３年地方公

務員法改正法附則第６条第１項若しくは第２項

又は第７条第１項若しくは第３項の規定により

採用された職員をいう。）は、定年前再任用短時

間勤務職員とみなして、この規則による改正後

の江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例施行規則の規定を適用する。

この場合において、同規則第１４条の５第２項

中「取り扱う」とあるのは「取り扱う。江東区

職員の定年等に関する条例の一部を改正する条

例（令和４年９月江東区条例第２４号）附則第

５条第６項の規定による任期の更新（以下「任

期の更新」という。）をしたときも、同様とする」

と、同規則第３２条の２中「ものとする」とあ

るのは「ものとする。任期の更新をしたときも、

同様とする」とする。 

 

 

 

 

 

 

訓 令 

 

◎江東区訓令甲第３号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

こうとう情報ステーションの設置及び管理運営

に関する規程（平成１９年３月江東区訓令甲第２

２号）の一部を次のように改正する。 

令和５年３月１０日 

江東区長  山 﨑 孝 明  

第１条中「第２８条」を「第３４条」に改める。 

第２条中「次の各号に」を「次に」に改める。 

第３条第５号中「定める」を「掲げる」に改め 

る。 

第８条第２項中「次の各号に」を「次に」に改

め、同項第５号中「その他」を「前各号に掲げる

もののほか、」に改める。 

第９条中「次の各号に」を「次に」に改める。 

第１０条第１項中「以下の」を「次に掲げる」

に改め、同項第２号を次のように改める。 

(2) 条例、個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）及び江東区個人情報の

保護に関する法律施行条例施行規則（令和５

年３月江東区規則第３号）に基づく開示文書

の閲覧に関すること。 

第１０条第１項第３号中「第１４条」を「第１

７条」に改める。 

附 則 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第４号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

規程（平成１０年４月江東区訓令甲第２１号）の

一部を次のように改正する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明  

 第２条第３項中「第２８条の５第１項又は第２

８条の６第２項」を「第２２条の４第１項」に、「再

任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。 

 第３条第３項、第４条第３項、第７条第１項及

び別表中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再

任用短時間勤務職員」に改める。 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の

一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）

附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職

員をいう。）は、この規程による改正後の江東区

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規程第

２条第３項に規定する定年前再任用短時間勤務

職員とみなして、同規程の規定を適用する。 

                     

◎江東区訓令甲第５号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区職員の勤務時間、休憩時間等に関する規

程（平成１０年４月江東区訓令甲第２０号）の一

部を次のように改正する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明  

 第２条第３項中「定める再任用短時間勤務職員」

を「規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下

「定年前再任用短時間勤務職員」という。）」に改

める。 

 第５条第１項及び別表中「再任用短時間勤務職

員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の

一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）

附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職

員をいう。）は、この規程による改正後の江東区

職員の勤務時間、休憩時間等に関する規程第２

条第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職

員とみなして、同規程の規定を適用する。 

                     

◎江東区訓令甲第６号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区職員互助会規程（平成３年４月江東区訓

令甲第６号）の一部を次のように改正する。 

  令和５年３月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明  

 第２条第３号中「再任用短時間勤務職員」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の

一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）

附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職

員をいう。）は、この規程による改正後の江東区

職員互助会規程第２条第３号に規定する定年前

再任用短時間勤務職員とみなして、同規程の規

定を適用する。 

                     

◎江東区訓令甲第７号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区金銭出納員、現金取扱員、給与取扱者、

分任給与取扱者、物品出納員及び検査員の任命又

は指定について（昭和５９年３月江東区訓令甲第

５号）の一部を次のように改正する。 

令和５年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明  

別表第１中 
「 児童館長 当該児童館 」 

を 
「 児童館長 当該児童館  

 こども未来部養育支援

課庶務係長 

こども未来部

養育支援課 

 

」 

に、 
「 都市整備部建築調整課

建築防災係長 

都市整備部建

築調整課 

 

 都市整備部地域整備課

不燃化推進係長 

都市整備部地

域整備課 

 

」 

を 
「 都市整備部建築調整課

建築調整係長 

都市整備部建

築調整課 

 

 都市整備部安全都市づ

くり課安全都市づくり

係長 

都市整備部安

全都市づくり

課 

 

 

」 

に、 
「 土木部交通対策課交通

係長 

土木部交通対

策課 

 

」 

を 

「 土木部地域交通課交通

係長 

土木部地域交

通課 

 

」 

に改める。 
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別表第２中 
「 児童館 当該児童館長 」 

 

を 
「 児童館 当該児童館長  

 こども未来部養育支援

課庶務係 

こども未来部

養育支援課庶

務係長 

 

 

」 

に、 
「 都市整備部建築調整課

建築防災係 

都市整備部建

築調整課建築

防災係長 

 

 都市整備部建築調整課

建築紛争調整係 

 

」 

を 

「 都市整備部建築調整課

建築調整係 

都市整備部建

築調整課建築

調整係長 

 

 都市整備部建築調整課

建築紛争係 

 

 都市整備部安全都市づ

くり課安全都市づくり

係 

都市整備部安

全都市づくり

課安全都市づ

くり係長 

 

 

 

」 

に、 
「 土木部交通対策課交通

係 

土木部交通対

策課交通係長 

 

 土木部交通対策課自転

車対策係 

 

」 

を 
「 土木部地域交通課交通

係 

土木部地域交

通課交通係長 

 

 土木部地域交通課自転

車対策係 

 

」 

に改める。 

別表第３中 
「 こども未来部こども家

庭支援課庶務係長 

こども未来部

こども家庭支

援課 

 

 

」 

を 
「 こども未来部こども家

庭支援課庶務係長 

こども未来部

こども家庭支

援課 

 

 こども未来部養育支援

課庶務係長 

こども未来部

養育支援課 

 

」 

に、 
「 都市整備部建築調整課

建築防災係長 

都市整備部建

築調整課 

 

 都市整備部地域整備課

不燃化推進係長 

都市整備部地

域整備課 

 

」 

を 

「 都市整備部建築調整課

建築調整係長 

都市整備部建

築調整課 

 

 都市整備部安全都市づ

くり課安全都市づくり

係長 

都市整備部安

全都市づくり

課 

 

 

」 

に、 
「 土木部交通対策課交通

係長 

土木部交通対

策課 

 

」 

を 
「 土木部地域交通課交通

係長 

土木部地域交

通課 

 

」 

に改める。 

別表第５中 
「 こども未来部こども家

庭支援課庶務係長 

こども未来部

こども家庭支

援課 

 

 

」 

を 
「 こども未来部こども家

庭支援課庶務係長 

こども未来部

こども家庭支

援課 

 

 こども未来部養育支援

課庶務係長 

こども未来部

養育支援課 

 

」 

に、 
「 都市整備部建築調整課

建築防災係長 

都市整備部建

築調整課 

 

 都市整備部地域整備課

不燃化推進係長 

都市整備部地

域整備課 

 

」 

を 
「 都市整備部建築調整課

建築調整係長 

都市整備部建

築調整課 

 

 都市整備部安全都市づ

くり課安全都市づくり

係長 

都市整備部安

全都市づくり

課 

 

 

」 

に、 
「 土木部交通対策課交通

係長 

土木部交通対

策課 

 

」 

を 
「 土木部地域交通課交通

係長 

土木部地域交

通課 

 

」 

に改める。 

別表第６中 
「 こども未来部こども家庭支援課庶務係長 」 

を 
「 こども未来部こども家庭支援課庶務係長  

 こども未来部養育支援課庶務係長 」 

に、 

「 都市整備部建築調整課建築防災係長  

 都市整備部地域整備課不燃化推進係長 」 

を 
「 都市整備部建築調整課建築調整係長  

 都市整備部安全都市づくり課安全都市づ

くり係長 

 

」 
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に、 
「 土木部交通対策課交通係長 」 

を 
「 土木部地域交通課交通係長 」 

に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和５年４月１日から施行する。 
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